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プロジェクトの位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象地域 

 

   ・Thimphu 市 経済省水文気象局 （DHMS） 首都ティンプー  

    Mangdechhu マンデチュー（"chhu"は"河川"の意） ・Trongsa トンサ県パイロット流域 
    Chamkharchhu チャムカールチュー ・Bumthang ブムタン県パイロット流域 
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写     真 

  

チャムカールチューの水文観測所（左）と早

期警報システムの待受け工事（右） 

プロジェクトの待受け工事で建設された 

マンデチューの Bjizam 観測所 

  

早期予警報システムが設置される予定の 

マンデチュー水力発電所建設工事現場 

ティンプーの DHMS に隣接して建設された

国家気象洪水予警報センター（NWFFWC） 

  

合同調整委員会における中間レビュー調

査報告書の協議 

ブータン側評価委員との中間レビュー調査に

係るミニッツの署名 
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略 語 一 覧 

AWLS Automatic Water Level Station 自動水位観測器 

AWS Automatic Weather Station 自動気象観測器 

CBDRM Community Based Disaster Risk Management コミュニティ防災 

C/P Counterpart カウンターパート 

DCP Data Collection Platform 通報局（観測データ送信局） 

DDM Department of Disaster Management 内務文化省防災局 

DGM Department of Geology and Mines 経済省地質鉱山局 

DHMS Department of Hydro-met Service 経済省水文気象局 

DHS Department of Human Settlement 公共事業省定住局 

DoES Department of Engineering Service 公共事業省土木局 

EUMETSAT European Organization for the Exploitation of 

Meteorological Satellites 

ヨーロッパ気象衛星開発機構 

EWS Early Warning System 早期予警報システム 

FEMD Flood Engineering Management Division 洪水技術管理部 

GEF Global Environment Facility 地球環境ファシリティ 

GIS Geographic Information System 地理情報システム 

GLOF Glacial Lake Outburst Flood 氷河湖決壊洪水 

GNHC Gross National Happiness Commission 国民総幸福量委員会 

GPS Global Positioning System 全地球測位網 

GPV Grid Point Value 全球気象予報データ 

GTS Global Telecommunication System 全球通信システム 

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

JST Japan Science and Technology Agency 日本科学技術振興機構 

MHPA Mangdechhu Hydroelectric Project Authority マンデチュー水力発電機構 

MSS Message Switching System メッセージ交換システム 

NAPA National Adaptation Programmes of Action 気候変動適応行動計画 

NDMA National Disaster Management Authority 国家災害管理局 

NKRA National Key Result Areas 国家主要成果 

NLCS National Land Commission Secretariat 国家土地委員会事務局 

NWFFWC National Weather, Flood Forecasting and Warning 

Center 

国家気象洪水予警報センター 

OJT On-the-Job Training オン・ザ・ジョブトレーニング 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マト
リックス 

PO Plan of Operation 活動計画 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

SATAID Satellite Animation and Interactive Diagnosis 衛星画像解析システム（ソフト
ウェア） 

SOP Standard Operating Procedure 作業手順書 

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 

WMO World Meteorological Organization 世界気象機関 
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中間レビュー調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名：ブータン王国 案件名：氷河湖決壊洪水（GLOF）を含む洪水予警報能力向上プロジェクト 

分野：水資源・防災 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部 協力金額（評価時点）：   268,772 千円（全予定額： 499,454 千円） 

協力期間(R/D)： 

2013 年 10 月 1 日～ 

2016 年 9 月 30 日 

（3 年間） 

相手国機関：【実施機関】経済省水文気象局（DHS）、【共同実施機関】内務

文化省防災局（DDM）、経済省地質鉱山局（DGM）、公共事業省土木局（DoES）、

国家土地委員会（NLCS）、公共事業省定住局（DHS） 

日本側協力機関：地球システム科学 

１－１ 協力の背景と概要 

ブータンでは、世界的な気候変動の影響を受け、近年、これまでに観測されなかったような、フラ

ッシュ・フラッド、サイクロンを含む暴風雨などの水文・気象に関する災害が多数発生している。ま

た、毎年プレモンスーン期に発生する局所的な豪雨も、年々発生頻度が高まっており、2009年5月に

襲来したサイクロン・アイラは、ブータン全土で観測史上最大雨量を記録するとともに、近年最悪の

暴風雨災害となった。 

一方、ブータンを含むヒマラヤ山脈の国々では、地球温暖化の影響により山岳氷河の縮退に伴う氷

河湖拡大、さらにその決壊による洪水災害（Glacial Lake Outburst Flood：GLOF）がたびたび報告され

ている。地球温暖化がもたらす脅威であるGLOFに対して、国際協力機構（ Japan International 

Cooperation Agency：JICA）及び科学技術振興機構（Japan Science and Technology Agency：JST）は、

2009年から2012年に、氷河湖のインベントリの作成、発生メカニズムの解明等を目的とした、「ブー

タンヒマラヤにおけるGLOFに関する研究プロジェクト」を実施した。GLOFは通常の洪水とは異なり、

前兆現象を伴わず突如下流域に襲来するため、ひとたび発生すれば、流域住民への深刻な被害や、国

の基幹産業である水力発電設備の破壊にも繋がりかねない甚大な災害となるため、継続的なモニタリ

ングと早期警報システムの構築の必要性が上記プロジェクトで提言されている。 

増加・激甚化する気象災害とGLOF災害に対応するために、ブータンは、2011年に経済省エネルギ

ー局の一部署であった水文気象部を、水文気象局（Department of Hydro-met Service：DHMS）に格上

げするとともに、早期警戒を含めた流域監視体制の強化を目的として、DHMS内に国家気象洪水予警

報センター（National Weather, Flood Forecasting and Warning Center：NWFFWC）を設置した。しかし

ながら、DHMS、NWFFWCの観測・予警報体制については課題が多く、ブータン国政府は日本国政府

に対して、GLOF/降雨洪水を対象とした早期警報システムの構築と予警報能力の向上を目的とした協

力を要請した。 

本プロジェクトは、マンデチュー及びチャムカールチュー流域において、GLOFを含む洪水に対応

する早期警報システムの構築、及び、パイロット活動を通じた中央及び地方レベルでの緊急対応能力

の強化、災害リスクアセスメントを開発計画に取り込む体制づくり支援を行うものである。これによ

り、ブータンにおける洪水等の自然災害に対する強靭な社会を確立することを目的とする。2013年3

月18日署名の本プロジェクトの討議議事録（Record of Discussions：R/D）に基づき、JICAはブータン

側関連機関と共同で中間レビューを実施するための調査チームを派遣した。 

 

１－２ 協力内容 

(1) プロジェクト目標 

DHMS及び関係ステークホルダーのGLOF及び洪水に対する緊急対応能力が向上する。 

 

(2) 成果 

成果 1: 関連機関の GLOF 及び洪水リスクアセスメント、都市開発計画、防災、洪水・気象予報、

及び関連機関との緊急情報共有に関する能力が向上する。 

成果 2: マンデチュー及びチャムカールチューの各パイロット流域において、GLOF 及び洪水を
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対象とした早期警報システム（Early Warning System：EWS）が開発・運用される。 

成果 3: パイロット流域における GLOF 及び洪水災害に対して、中央及び地方レベルでの緊急対

応能力が強化される。 

 

(3) 投入（評価時点） 

日本側： 

専門家派遣： 専門家派遣 7 名 

研修員受入： 本邦研修 3 名 集団研修 7 名 

機材供与：  現地調達 3 百万円、本邦調達 190 百万円 

ローカルコスト負担： 2.4 百万円 

ブータン側： 

カウンターパート配置： 39 名 

DHMS および DoES による施設と機材の提供 

NWFFWC の建物建設、早期予警報システム用地提供、地理情報データ提供 

プロジェクト事務スペースの提供と維持管理費負担 

ローカルコスト負担：DHMS 等相手国機関による業務費負担 

２. 評価調査団の概要 

日本側 

調査団員 

 

ブータン側

調査委員 

団長・総括 馬場仁志 JICA 国際協力専門員 

評価計画 北村浩一 JICA 地球環境部水資源・防災グループ防災第一チーム副調査役 

評価分析 山口豊  有限会社クランベリー コンサルタント 

委員 Mr. Karma Tsering DHMS 局長 

委員 Mr. Karma Dupchu DHMS 水文部長 

調査期間 2015 年 1 月 26 日〜2015 年 2 月 14 日 評価種類：中間レビュー 

３.評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) プロジェクトの成果 

プロジェクトは計画された成果を順調に達成しており、レビュー実施時までに達成された成果は

下記のとおり。 

1) 成果 1：進展中 

プロジェクトは、DHMS、内務文化省防災局（Department of Disaster Management：DDM）、経

済省地質鉱山局（Department of Geology and Mines：DGM）、公共事業省土木局（Department of 

Engineering Service：DoES）、国家土地委員会事務局（National Land Commission Secretariat：

NLCS）、公共事業省定住局（Department of Human Settlement：DHS）の実務者レベルのカウンタ

ーパート（Counterpart：C/P）による、防災主流化ワーキンググループ（MDRR W/G）を組織し、

防災主流化に関連する行政面のプロジェクト活動（連携強化、土地利用改善、組織制度の検討）

を進めている。プロジェクトではこれら、洪水リスクに関わる行政・開発関連の組織の状況と

課題を調査する目的で、ベースライン・サーベイを実施し、MDRR W/G は課題解決のための触

媒の働きを担っている。 

またプロジェクトは、上記の実務者レベル C/P によるハザードマップ整備のためのハザード

マップ・ワーキンググループ（FHM W/G）を結成し、技術研修を実施するとともに、関係機関

間のコンセンサスの醸成に努めている。これらの組織の間では、業務の役割分担や情報の共有

がスムーズに実施されるようになっている。プロジェクトでは、パイロット流域の基礎データ

を収集するとともに、JICA/JST による研究を含め GLOF についての調査結果を検討し、GLOF

及び洪水によるリスク分析を実施した。緊急警報システム、コミュニティ防災、土地利用規制

に役立つよう、流出・氾濫解析及びハザードマップの作成・改良作業が行われている。  

さらにプロジェクトは、DHMS による既存の水文気象データ収集、モニタリング、警報等に

ついて現状を分析し、維持運用可能な統合システム構築を目的として提言を行った。プロジェ

クトでは、DHMS と世界気象機関（World Meteorological Organization：WMO）加盟国の気象機
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関との間を、全球通信システム・メッセージ交換システム（GTS/MSS）を通じて接続し、気象

情報の交換を行うことにより、DHMS の気象解析・予測能力の向上を図る支援を実施している。

なお衛星観測による画像と数値予報結果を組み合わせて利用する技術(SATAID)に関する、予備

的な研修が 2014 年 11 月に実施された。 
 

2) 成果 2：進展中 

プロジェクトは、GLOF 及び洪水への行政対応という観点から、マンデチュー及びチャムカ

ールチューの二つのパイロット流域の、DHMS の既存の気象水文観測網及び建設中の水力発電

所のダム管理に関する現状分析を行った。さらに、早期警報システム設計のための基本データ

を得る目的で、GLOF 及び洪水の想定流量、高水位、到達時間、その他の水文情報についての

解析を実施した。 

その後、首都ティンプーの NWFFWC 内に設置されるモニタリング・予報施設、マンデチュ

ー及びチャムカールチュー流域の早期警報施設によって構成される、早期警報システム全体の

仕様につき、ブータン側と日本側との間で合意した。作成された技術仕様書案は、2014 年 2 月

の合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）の合意を得た。機材設置遅延のリスク

を回避するため、観測機材調達以前に、観測施設の整地やフェンス設置等の土木工事を既に行

っており、機材の調達、輸送、設置等は 2015 年 7 月頃に終える見通しである。 
 

3) 成果 3：進展中 

プロジェクトは、パイロット流域における GLOF 及び洪水災害に対しての、中央及び地方レ

ベルでの緊急対応能力を強化する活動を計画通り実施している。2014 年 9 月から 10 月にかけ

て、プロジェクトは DDM 及び DHMS と、トンサ県及びブムタン県において、コミュニティ防

災（Community Based Disaster Risk Management：CBDRM）活動のキックオフミーティングを実

施した。同県でプロジェクトは、防災担当職員と協力して、県の防災関連の開発計画を確認し、

対象コミュニティの状況を調査し、さらにワークショップを開催した。 
 

(2) プロジェクト目標 

プロジェクトはプロジェクト期間内にプロジェクト目標を達成することが見込まれる。プロジェ

クト活動の進展により、関連機関のGLOF及び洪水リスクアセスメント、都市開発計画、防災、洪

水・気象予報、及び関連機関との緊急情報共有に関する能力が向上することが予想され、またマン

デチュー及びチャムカールチューの各パイロット流域において早期警報システムが開発・運用され

ることが期待できる。このため、プロジェクトは計画通り、GLOF及び洪水に関する予警報を作業

手順書に従って発令する体制を完成するとみられる。 

また、パイロット活動流域において、開発された早期警報システムを活用した早期警報及び避難

訓練も実施され、DHMS及び関係ステークホルダーのGLOF及び洪水に対する緊急対応能力が向上

すると予想される。 
 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性：高い 

1) プロジェクトは、防災に関するブータン政府の政策と高い整合性がある。五カ年計画（2013-18）

では、「防災力の強化と防災の主流化」が 16 の国家主要成果のひとつとして取上げられ、DHMS

は水文気象セクターでの主要実績指標として、流域での早期警報システムの設置を設定してい

る。 
 

2) プロジェクトはブータン政府の防災政策に合致している。2013 年に施行された防災法は、防

災の主流化とコミュニティ参加による防災を重視している。またハザードマップの承認を含

め、防災に関する最高政策決定機関として国家災害管理局（National Disaster Management 

Authority：NDMA）の設置が決められ、DDM がその事務局となっている。 
 

3) プロジェクトの裨益機関は、洪水防災関連の主要政府機関を網羅しており適切である。これら
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DHMS、DDM、DGM、DoES、NLCS、DHS は裨益機関であると同時に、プロジェクトの実施

機関でもある。またトンサ県及びブムタン県の防災担当職員及びコミュニティはプロジェクト

のターゲット地域での裨益者である。 
 

4) プロジェクトのパイロット流域の選定は適切である。JICA/JST 共同研究及びその後の研究で

は、マンデチュー及びチャムカールチュー流域をプナツァンチュー流域に次いで GLOF の危険

氷河湖の多い流域と指摘されている。プナツァンチュー流域では危険氷河湖の水抜き工事が行

われ、また早期警報システムが設置され危険性が低減した一方、マンデチュー及びチャムカー

ルチュー流域での GLOF 対策の必要性は高いままである。 
 

(2) 有効性：高い 

1) プロジェクトは計画された成果を達成し、プロジェクト期間内にプロジェクト目標は達成され

る見込みである。計画通り早期警報システムが設置され、DHMS 及び関係ステークホルダー

の GLOF 及び洪水に対する緊急対応能力の向上が見込まれる。 
 

2) プロジェクトが設置する早期警報システムの警報装置は、パイロット流域の４つコミュニテ

ィ、1 つのダウンタウン地区、2 つの小学校のプロジェクトに設置され、住民の GLOF 及び洪

水による災害のリスクを減少することが見込まれる。 
 

3) 早期警報システムは、パイロット流域に建設中の水力発電施設に有益である。マンデチュー流

域にはマンデチュー水力発電所が建設中であり、チャムカールチュー流域には水力発電所の建

設計画が進んでいる。水力発電はブータン経済最大の財政収入及び外貨の獲得手段であり、そ

の経済的な意義も大きい。早期警報システムは建設中及び建設後の水力発電施設にとって、洪

水の警報や水量の観測など重要な役割を果たす。 
 

(3) 効率性：高い 

1) プロジェクトには、実施機関の DHS だけでなく、共同実施機関である DDM、DGM、DoES、

NLCS、DHS が活発に参加し、プロジェクト活動の効率性を高めている。 
 

2) JICA 側からの技術支援はブータン側から一般に高い評価を得ており、特に流出・氾濫解析及

びハザードマップ整備については、技術移転が順調に進展している。 
 

3) DHMS は 2014 年末までに NWFFWC の建物の建設をほぼ終了し、統合システム及び早期警報

システムのモニタリング・予報のための機材の設置準備を整えた。 
 

4) 統合システム及び早期警報システムの機材は、調達のための書類準備など一部に遅れがみられ

たが、ほぼ計画通りに設置が行われる見通しである。 
 

5) ブータンでは 2013 年に防災法が発効し、また近年 DHMS、洪水技術管理部（Flood Engineering 

Management Division：FEMD）など洪水に関する防災関連の組織が設立され、協力ニーズが高

まっていた。プロジェクトの開始は、ブータン側の協力ニーズに合致し、タイミング良く効率

的な協力が実施できた。 
 

(4) インパクト：高い 

1) DHMS は 2015 年より水文気象観測体制を大幅に拡充する計画である。このためプロジェクト

による技術協力が、洪水予警報の精度改善にさらに役立つ観測体制が整備される。DHMS は、

パイロット流域以外についても、GLOF 及び洪水に関する予警報を、気象・水文データの蓄積

により、より精度の高い状態で NWFFWC から発信・伝達することができるようになると予想

される。なお早期警報システムの他の流域への普及可能性を現段階で判断することは時期尚早

であるとみられる。 
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2) 長期的な観点から、プロジェクトによる気象予報分野の技術協力が、DHMS の気象予報サー

ビスの向上に役立つと期待される。プロジェクトにより、DHMS は WMO 加盟国に GTS/MSS

を通じて接続し、多くの気象情報へのアクセスが可能となる。また衛星画像を利用した予報技

術の改善が計画されている。五カ年計画で DHMS が目標としている、72 時間予報の実現に貢

献することが期待される。 
 

3) 洪水に関するハザードマップが、ブータンの防災、土地利用、道路建設などの開発計画に取り

入れられことによって、今後さらに大きなインパクトを生じる可能性がある。FEMD はプロジ

ェクトと協力して洪水災害のリスクアセスメントを行っており、構造物による防災に役立てる

予定である。また DHS は都市計画及び地域開発計画を担当しており、ハザードマップをそれ

らに利用することが可能である。 
 

4) FEMD は既にパイロット流域以外の地域で、プロジェクトの技術を用いた洪水ハザードマップ

の作成作業を実施しており、プロジェクトの技術の他の流域への拡大がみられる。  
 

(5) 持続性：比較的高い 

1) プロジェクトがパイロット流域に設置する早期警報システムは、防災法のもとで NDMA が管

理する防災体制の一部に組み入れられる。このため政策的な持続性が確保される。  
 

2) プロジェクトの運営する MDRR W/G 及び FHM W/G は、NDMA が管理する防災体制の中の省

庁間タスクフォースとして、プロジェクト終了後も継続する可能性がある。NDMA ではプロ

ジェクトの MDRR W/G 及び FHM W/G を洪水分野の省庁間タスクフォースとして利用するこ

とを検討しており、制度的な持続性の可能性がある。 
 

3) DHMS はプロジェクトの機材の維持管理の責任を負うが、その予算は政府の財政事情に影響

され得るため、必ずしも常に十分な額の確保は容易でない。他方、DHMS はブムタンに地域

事務所を設立し、早期警報システムを含めた東部地域の観測施設・機材の管理を計画しており、

遠隔地の機材の維持管理体制の改善に努めている。 
 

4) 技術面では、これまで流出・氾濫解析及びハザードマップ整備において、オン・ザ・ジョブト

レーニング（On-the-Job Training：OJT）や実際的な研修が成果を上げており、定着性も高かっ

たとみられる。なお技術協力の多くは今後残りのプロジェクト期間中に実施される予定であ

る。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

1) MDRR W/G 及び FHM W/G は、プロジェクト実施機関間の協力関係を促進し、ハザードマッ

プ作成のための各機関の役割を明確にし、さらに土地利用計画の改善に向けた調整に役立って

いる。 

(2) 実施プロセスに関すること 

1) プロジェクトとマンデチュー水力発電機構（Mangdechhu Hydroelectric Project Authority：MHPA）

との協力関係は、プロジェクトの有効な実施に貢献している。MHPA には早期警報システムの

警報装置 2 カ所が設置される一方、ダムサイト内には早期警報システムのコントロールセンタ

ーが建設される予定である。また MHPA は NWFFWC 建物の建設費用の一部を負担するなど

の協力も行い、プロジェクトを支援している。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

特になし。 

(2) 実施プロセスに関すること 
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1) どの政府機関がハザードマップの作成を担当するか、制度が未だ明確でない。プロジェクトの

パイロット流域ではブムタンのマスタープランのために DHSが作成した洪水/地すべりに関す

るハザードマップに加え、DGM による GLOF ハザードマップが存在し、調整が課題となって

いる。 

2) 防災行政のための一部の組織の整備が遅れているか、または不十分である。DDM は、防災の

主流化やハザードマップ作成を促進する役割が期待されているが、職員数は少なくその機能は

十分でない、また県レベルでは防災担当専任の職員が不在である。 
 

３－５ 結論 

プロジェクトは、有益な成果とインパクトを生みながら、プロジェクト目標達成に向かって順調に

実施されている。例えば、洪水災害関連ステークホルダー間の調整能力は、MDRR W/G 及び FHM W/G

の活動によって大きく改善した。また関連機関のハザードマップ整備のための技術的な能力が向上し

た。今後、パイロット流域の開発計画に、プロジェクトの作成するハザードマップが取入れられるこ

とによって、さらに大きなインパクトが期待される。 

プロジェクトは、GLOF 及び洪水に関する予警報を作業手順書（Standard Operating Procedure：SOP）

に従って発令するシステムを、プロジェクト期間中に設置することが予想され、高い有効性が期待さ

れる。また DHS のみでなく、共同実施機関である DDM、DGM、DoES、NLCS、DHS のプロジェク

ト活動への活発な参加により、高い効率性がみられる。妥当性はブータンの政策とニーズの合致して

いることから高く、持続性については政策・制度・組織の面で良好な環境にあるものの、維持管理の

ための財政的な側面に留意する必要もあるとみられる。 
 

３－６ 提言 

(1) プロジェクトによる災害に関するリスク情報をより有効に利用するために、プロジェクトのワ

ーキンググループは道路セクターなど、より広い分野のステークホルダーをグループのメンバ

ーに加えるべきである。道路セクターのステークホルダーは災害リスクを道路建設や維持管理

に反映させ、災害に強い輸送網のための技術基準設定や計画策定に役立てることができる。  
 

(2) 本プロジェクトによりリスク情報が高度化し、体制が強化され、技術者の能力も向上する。こ

うした進歩に見合った気象水文サービスの新たな展開を検討すべきである。例えば、放送セク

ターなどとも連携して、情報加工や番組制作技術をより高度化する中で、気象水文情報の国民

へのより効果的な伝え方を開発する。あるいは Web や携帯等様々なメディアを活用した災害

リスク情報の共有と活用を検討するなどの必要がある。 
 

(3) 水文気象観測データの品質管理はステークホルダーへの信頼性の高い水文気象サービスを提

供するために重要である。特に 2015 年に設置される予定のリアルタイム自動水位観測器

（Automatic Water Level Station：AWLS）および自動気象観測装置（Automatic Weather Station：

AWS）は定量的な気象・洪水予警報にとって重要である。このため DHMS はこれらの維持管

理のための予算を確保するだけでなく、データの品質管理を改善する必要がある。 
 

(4) DHMS は、リアルタイム AWLS 及び AWS とプロジェクトによって改善する気象予報能力を利

用することによって、リアルタイムの洪水予報能力を開発することが望ましい。 
 

 



 

xv 

Mid-term Review Summery 
 

1. Outline of the Project 

Country: Kingdom of Bhutan Project Title: Project for Capacity Development of GLOF and Rainstorm 

Flood Forecasting and Early Warning in the Kingdom of Bhutan 

Issue/Sector: Water resources 

and Disaster Management 

Cooperation Scheme: Technical Cooperation 

Division in charge: Global 

Environment Department, 

JICA 

Total Cost: 268,772 Thousand Yen (at the time of the Mid-term Review) 

Period of Cooperation: From 

October 1, 2013 to November 

30, 2016 (3 years) 

 

Partner Country’s Implementing Organizations: 【 Main counterpart 

agency】Department of Hydro-Met Services (DHMS) of the Ministry of 

Economic Affairs, 【 Sub-counterpart agencies 】Department of Disaster 

Management (DDM) of the Ministry of Home and Cultural Affairs, 

Department of Geology and Mines (DGM) of the Ministry of Economic 

Affairs, Department of Engineering Services (DoES) of the Ministry of Works 

and Human Settlements, National Land Commission Secretariat (NLCS), 

Department of Human Settlement (DHS) of the Ministry of Works and Human 

Settlements 

Japanese Cooperation Organization：- 

1-1. Background of the Project 

  Bhutan is experiencing an increase in the number of disasters related to hydro-meteorological hazards, such 

as flash floods and rainstorm including cyclones that were not observed before. Localized torrential 

downpours have become more common than before in pre-monsoon season. A record rainfall in May 2009 

brought by Cyclone Aila has left the worst damage to Bhutan recent years.  

  A number of glacial lake outburst floods (GLOFs) caused by global warming have been recorded 

concurrently with shrink of glaciers and expansion of glacial lakes over the Himalayan region countries 

including Bhutan. Since the mechanism and event probability of GLOF remains unexplained despite of a 

number of previous researches, JICA/JST conducted a project “The Study on Glacial Lake Outburst Flood in 

Bhutan Himalayas” in the period of 2009-2012 to assess GLOF risk. Considering the catastrophic phenomenon 

of GLOF, the project recommended continuous monitor of glacier lakes as well as development of early 

warning system in the basin. 

  With consideration of such situations as mentioned above, Royal Government of Bhutan (RGoB) upgraded 

the Division of Hydro-Met Service to Department (DHMS) and established “National Weather, Flood 

Forecasting and Warning Centre” (NWFFWC). However, there  is still limited capacity in observation, 

forecasting and warning systems in NWFFWC of DHMS. In response to such background, RGoB sent a 

request to the Government of Japan (GOJ) for the Project to establish an early warning system (EWS) and 

strengthen capacity for forecasting and warning for GLOF and rainfall flood.  

  The Project is to develop a EWS against GLOF/rainstorm flood in the Mangdechhu and the Chamkharchhu 

basins, enhancing emergency response capacity at central and local level and to strengthen  systems to 

incorporate GLOF/rainstorm flood risk assessment into development planning. Thus the Project aims to 

establish a society more resilient to natural disasters such as flooding. Based upon the Record of Discussions 

signed on March 18th, 2013, JICA dispatched a mission to conduct a Mid-term Review jointly with Bhutanese 

authorities concerned. 
 

1-2. Outline of the Project 

(1) Project Purpose 

Capacity of DHMS and relevant stakeholders on emergency response against GLOF/rainstorm flood is 
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enhanced. 
 

(2) Outputs 

Output 1: Capacity of related agencies on GLOF/rainstorm flood risk assessment, development planning, 

disaster prevention, flood forecasting and warning as well as emergency information sharing among 

relevant agencies is enhanced. 

Output 2: Early Warning System (EWS) for GLOF/rainstorm is developed and maintained in the pilot basins 

of Mangdechhu and the Chamkharchhu. 

Output 3: Emergency response capacity against GLOF/rainstorm flood at central and local level is enhanced in 

the pilot basins. 
 

(4) Inputs (at the time of the Mid-term review) 

Japanese Side 

- Experts: Dispatched experts 7 

- Training opportunities: 3 trainees in Japan in a Project’s training course, 7 trainees in Japan in 

JICA’s training courses 

- Provision of equipment and materials: 3 million JPY in local and 190 million JPY in Japan 

- Local costs: 2.4 million JPY 

Bhutanese Side 

- Counterpart personnel assigned to the Project: 39 

- Facilities and equipment for the implementation of project activities by DHMS and DoES 

- Construction of NWFFWC building, Land allocation for EWS, Geometric data 

- Office space and facilities for the Project  

- Local costs: Operation costs covered by DHMS and other counterpart agencies 

2. Mid-term Review Team 

Members of the  

Japanese  team 

 

 

 

Members of the   

Bhutanese team 

Dr. Hitoshi Baba: Leader, Senior Advisor, JICA 

Mr. Koichi Kitamura: Cooperation and Coordination, Deputy Assistant Director, 

Disaster Management Team 1, Water Resources and Disaster Management Group, 

Global Environment Department, JICA 

Mr. Yutaka Yamaguchi: Evaluation and Analysis, General Manager, Cranberry, Inc. 

Mr. Karma Tsering: Director, DHMS 

Mr. Karma Dupchu: Chief of Hydrology Division, DHMS 

Period of 

Evaluation 

 From January 26, 2015 to February 14, 2015 Type of Evaluation: Mid-term 

Review 

3. Overview of Evaluation Results 

3-1. Project Performance  

(1) Achievement of Outputs 

  The Project is achieving planned Outputs as originally expected. Following are the achievement of the 

Outputs by the time of the Mid-term Review. 

Output 1: In Progress 

DHMS, DDM, DGM, DoES, NLCS and DHS organized Mainstreaming Disaster Risk Reduction 

Working Group (MDRR W/G) by working level counterparts from the six agencies to implement 

project activities (enhancing coordination between agencies, land use improvement and institutional 

strengthening). The Project had conducted a baseline survey aiming at understanding basic status and 

issues on all the counterpart agencies, and it was confirmed that Project activities would work as 

“Catalyst” to solve some of the issues and challenges of the counterpart agencies.  

DHMS, DDM, DGM, DoES, NLCS and DHS also organized Flood Hazard Map working group 

(FHM W/G) to gather and discuss periodically for runoff/flood analysis and making a flood hazard 
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map. Training was planned and conducted based on the discussion in the W/G workshops, promoting a 

consensus for cooperation among themselves. As a result, the related agencies started to promote the 

activity with more clear demarcation and smooth information sharing resulted from the interaction in 

the W/G.   

The Project collected basic data on the target basins, and reviewed previous studies including those 

of JICA/JST on the potential risk of glacial lakes, and estimated the magnitude of GLOF as well as 

possible flood. The Project is conducting runoff/flood analysis models and hazard map preparation for 

EWS operation, community based disaster risk management (CBDRM) and land use regulation.  

In addition, the Project finished analysis on the existing hydro-met data, monitoring and warning of 

DHMS, and made recommendations to develop a feasible and sustainable integrated platform. The 

Project is also assisting DHMS in setting up a system to connect between DHMS and WMO member 

countries to enhance DHMS’s capacity for meteorological analysis and forecasting. The system will 

enable DHMS to access various meteorological information, and DHMS will share and exchange 

observational meteorological data of Bhutan with the WMO member countries. Preparatory training 

was conducted for utilizing technology of meteorological Satellite imagery (SATAID) in November 

2014. 
 

Output 2: In Progress 

The Project reviewed existing hydro-meteorological network of DHMS in Mangdechhu and 

Chamkharchhu basins. Review was also conducted for the dam operation of the  hydropower projects in 

the two basins, from the view point of administrative response on GLOF/rainstorm flood. Then 

analysis was performed on hydrological information, such as GLOF/rainstorm flood discharge, 

high-water level, and flood arrival time to be applied for designing of EWS. 

The outline of entire system of EWS was agreed between the Bhutanese and Japanese sides, which is 

comprised of monitoring and forecasting system of NWFFWC in Thimphu and early warning systems 

installed into the Mangdechhu basin and Chamkharchhu basin. The draft specification has been 

submitted to JCC meeting and agreed by JCC members in February 2014. The fundamental part of the 

preparatory construction work such as levelling, fencing and so on was already conducted in the 

Project to avoid the delay risk of installing the equipment. Procurement, manufacturing, shipping and 

installation of the equipment are expected to be completed by July 2015.  
 

Output 3: In Progress 

Activities are in progress as planned in order to enhance emergency response capacity against 

GLOF/rainstorm flood at central and local level in the pilot basins. DDM in collaboration with JICA 

experts organized a kick off workshop on CBDRM in Trongsa District in September and in Bumthang 

District in October. Site visits to communities in the pilot areas were made, and community workshops 

were conducted in cooperation with District’s staff in charge of disaster management.  
 

(2) Achievement of Project Purpose (prospect) 

The Project Purpose is expected to be achieved within the project period. With the project activities in 

progress, capacity of related agencies will be enhanced on GLOF/rainstorm flood risk assessment, 

development planning, disaster prevention, flood forecasting and warning as well as emergency information 

sharing among relevant agencies. In addition, EWS for GLOF/rainstorm will be developed and maintained in 

the pilot basins of Mangdechhu and the Chamkharchhu. Therefore, GLOF/rainstorm flood forecasting and 

early warning will be in place in accordance with developed Standard Operation Procedure (SOP). 

Emergency response capacity against GLOF/rainstorm flood at central and local level is also expected to be 

enhanced in the pilot basins, as early warning and evacuation drills in the pilot basins are regularly conducted 

by use of developed EWS. 
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3-2 Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance: High 

1) The Project is consistent with the Bhutanese Government’s development policies. The Project is in line 

with   “Eleventh Five Year Plan (2013-18). One of the 16 National Key Result Areas (NKRA) of the 

Plan is “Improved disaster resilience and management mainstreamed”. For the Sectoral Key Result 

Areas related to the NKRA, DHMS set the construction of basin wise EWSs as its Key Performance 

Indicator.  
 

2) The Project is in line with the Bhutanese Government’s disaster management policies. The Disaster 

Management Act came into force in 2013 for the establishment and strengthening of institutional 

capacity for disaster management, mainstreaming of disaster risk reduction and an integrated and 

coordinated disaster management focusing on community participation. According to the Act, the 

National Disaster Management Authority (NDMA) was established, for which DDM functions as the 

secretariat.  
 

3) The selection of target group of the Project is appropriate. The objective beneficial staff are identified 

in all the important agencies related to flood disaster reduction; DHMS, DDM, DGM, DoES, DHS and 

NLCS, which are also implementing agencies of the Project. Staff in charge of disaster management in 

Trongsa and Bumthang Districts and their communities are beneficiaries in the target areas of the 

Project.  
 

4) The selection of target areas, Mangdechhu and Chamkharchhu basins, is regarded as appropriate. 

Capacity development for GLOF and rainstorm flood forecasting and early warning is needed to alert 

residents and reduce possible damages in the downstream regions. JST/JICA Research Project on 

GLOF risks identified a number of potentially dangerous glacial lakes in Mangdechhu basin and 

Chamkharchhu basin, while in Punakha- Wangdi valley a EWS system was already installed and 

measures were taken to lower the water level of Thorthomi Glacier Lake.  
 

(2) Effectiveness: High 

1) The Project is expected to achieve the Project Purpose, producing the planned Outputs, before the end 

of the Project. GLOF/rainstorm flood forecasting and early warning will be in place in accordance with 

developed SOP. Early warning and evacuation drills in the pilot basins will be conducted by use of 

developed EWS. 
 

2) To reduce risks of GLOF and flood, EWS will be installed in the Pilot areas, setting a siren in 4 

communities, one down town area and 2 schools in the pilot basins.  
 

3) EWS is beneficial for hydro-power plants for flood warning and daily river flow observation. In 

addition to Mangdechhu hydro-electric power plant under construction, a plan is also underway to 

construct a hydro-power plant in the Chamkharchhu basin. Hydro-power generation is the largest 

source of both national revenue and foreign currencies. Installed EWS by the Project will be beneficial 

to hydro-power plants both during and after the completion of the construction work.  
 

(3) Efficiency: High 

1) The collaborative relationship among different agencies have been the principal source of efficiency in 

implementation of the Project. The Project is implemented efficiently by the main counterpart agency, 

DHMS, with an active inter-ministerial collaboration with DDM, DGM, DoES, NLCS and DHS. 
 

2) In general, technical cooperation by JICA is highly evaluated by the Bhutanese agency staff. 

Especially on runoff/flood analysis and mapping, technical transfer has progressed favorably.  
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3) DHMS timely finished most of the construction work of NWFFWC building by the end of 2014. The 

NWFFWC building is ready to be equipped with facilities of a monitoring and forecasting system for 

the integrated platform and the EWS. 
 

4) Although the process in installation of equipment for GTS/MSS and EWS has been slightly delayed in 

preparation of tendering documents, the installation of the equipment would be completed almost as 

scheduled. 
 

5) Timing of the Project implementation was appropriate, since cooperation needs were met by the 

Project. The Project began with a good timing just after the Disaster Management Act had been put in 

force 2013 and new government agencies like DHMS and Flood Engineering Management Division 

(FEMD) in DoES had been created, both of which have important mandate on flood risk management.  
 

(4) Impact: High 

1) DHMS will improve significantly its national hydro-met observation network since 2015, which 

enables technical assistance by the Project to be utilized in enhancing capacity to forecast rainstorm 

flood more accurately. Therefore DHMS is expected to disseminate properly rainstorm flood 

forecasting based on accumulation of hydro-met data to relevant agencies at central and local level as 

well as outside of the pilot river basins. It is still early to predict possible impacts on a EWS in other 

river basins. 
 

2) As a longer range goal, the Project is expected to contribute to DHMS to provide better weather 

forecast services. DHMS will be connected to WMO member countries via the GTS/MSS network, 

which enables DHMS to access various hydro-metrological information. In addition, the Project plans 

to improve forecasting technologies by the use of satellite images, which is expected to contribute to 

the realization of 72 hour forecasting planned in the 5 Year Plan.  
 

3) Impacts of the Project will be larger, if its flood hazard zonation is incorporated into development 

planning including flood mitigation, land use or road construction. FEMD conducts flood risk 

assessment in cooperation with the Project and works on the structural measures for the flood 

mitigation in DoES. DHS is in charge of urban and rural planning and can incorporates flood risk 

assessment into their planning.  
 

4) The knowledge obtained through the Project are extended to other river basin than the Project areas. 

FEMD already applied the knowledge to their preparation of flood hazard maps for other river basins. 
 

(5) Sustainability: Relatively high 

1) Sustainability of the national policy related to EWS installed by the Project is assured. The EWS put in 

place by the Project will be officially incorporated as a part of national disaster management system 

under Disaster Management Act. 
 

2) Sustainability of the Project activities can be secured through the establishment of an Inter-Ministerial 

Task Force on flood hazard for National Disaster Management Authority (NDMA) after the end of the 

Project. NDMA discussed constitution of the Inter-Ministerial Task Force and proposed to employ the 

members and the mechanism of the two Working Groups of the Project, MDRR W/G and FHM W/W 

as Task Force on flood hazard.  
 

3) DHMS is responsible for the maintenance of the equipment donated by the Project. However, it will 

not be always easy to allocate sufficient budget for DHMS to assure the maintenance, since the 

allocation of the budget can be affected by RGOB’s financial situat ion. However, DHMS has decided 

to make efforts by establishing a regional office in Bumthang for more efficient maintenance of 
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DHM’s equipment and facilities in the eastern area including EWS, observation stations and 

equipment. 
 

5) From a technical point of view, higher technical sustainability can be expected especially in the field of 

runoff/flood analysis and mapping, in which so far OJT and practical training have been conducted. A 

major part of the technical assistance is planned to be conducted for the rest of the project period. 
 

3-3. Promoting Factors 

(1) Factors concerning to Planning 

1) Activities by MDRR W/G and FHM W/G are contributing to promote collaborative relationship among 

the project implementing agencies, clarifying the situation of relevant agencies to produce hazard maps 

and enhancing coordination between agencies for land use improvement.  
 

(2) Factors concerning to the Implementation Process 

1) Collaborative relationship with Mangdechhu Hydroelectric Project Authority (MHPA) is a contributing 

factor to the achievement of the Project. While two sirens of EWS will be set within MHPA, the 

Control Center of EWS in Mangdechhu basin plans to be located in the Dam Colony site of MHPA. 

Further, MHPS co-financed a part of the Project activities conducted by the Bhutanese side, mainly 

sharing cost of NWFFWC building construction and counterpart expenses.  
 

3-4. Inhibiting Factors 

(1) Factors concerning to Planning 

None 
 

(2) Factors concerning to the Implementation Process  

1) It is still not clear which agency will prepare hazard maps. In a case of Project area, DHS had 

difficulties in reconciling DHS’s flood/landslide hazard zonation for Bumthang Master Plan and 

DGM’s GLOF hazard zonation. 

2) The process of the establishment of a disaster management system is delayed or still underway. The 

function of DDM is not fully executed as the number of staff is limited, although which is expected to 

play an important role in mainstreaming of disaster reduction and promoting production of hazard 

maps. At District level, there exist no professional disaster focal person assigned exclusively for 

disaster management. 
 

3-5. Conclusion 

  The Project has been soundly carried out toward achieving its purpose while yielding some positive outputs 

and impacts. For instance, coordination among the stakeholders has been strengthened by MDRR W/G and 

FHM W/G activities. Technical capacity of agencies involved in the Project has been improved in flood hazard 

mapping. Impact will be higher, when the flood hazard zonation is incorporated into development planning in 

the pilot areas. 

  Effectiveness will be high, since the Project is expected to put in place GLOF/rainstorm flood forecasting 

and early warning in accordance with developed SOP within the project period. Efficiency is also considered 

as high, the principal sources of which has been active participation by agencies, not only the main counterpart 

agency (DHS) but also by the sub-counterpart agencies (DDM, DGM, DoES, NLCS and DHS). Relevance of 

the Project is high being consistent with Bhutanese policies and needs. Although the Project has relatively high 

sustainability, having continuous supporting environments in policy, institutional and organizational aspects, 

preparing a good system and securing financial resources for the maintenance of equipment can be a 

challenge. 
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3-6. Recommendations 

(1) In order to maximize the benefit of improved disaster risk information, the WG of the project should 

invite more stakeholders from wide areas such as road sector so that they could reflect disaster risks into 

construction and maintenance of roads through their planning and setting of technical standards to make 

resilient transportation networks. Education sector is also a candidate to join WG to improve disaster risk 

literacy for all the people of Bhutan. 
 

(2) It is recommendable for DHMS to introduce innovative ways to offer hydro-met services, which would be 

suitable to its sophisticated risk information. To produce such risk information, the Project has been 

collaborating to improve the system with advanced technical capacity. For example, DHMS can develop 

more communicative manners to transmit hydro-met information to people in cooperation with 

broadcasting sector, improving information processing and program production technique. Information on 

disaster risks also can be shared and used by people, utilizing various types of media such as web-sites, 

mobile phones and others. 
 

(3) Quality control of Hydro-met observation data is essential for more reliable Hydro-met services to 

stakeholders. Especially the data of real time AWS/AWLS, which are planned to be installed this year 

under the Project as well as NAPA II of GEF/UNDP will be important for quantitative weather/flood 

forecasting and warnings. Therefore, DHMS needs to secure the budget for operation and maintenance, 

but also improve the quality of the data of real time AWS/AWLS. 
 

(4) It is recommended that the DHMS develops capacity of real time flood forecasting based on the utilization 

of real time AWS/AWLS and improved weather forecast capacity through the Project. 
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第１章 中間レビュー調査の概要 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ブータンでは、世界的な気候変動の影響を受け、近年、これまでに観測されなかったような、

フラッシュ・フラッド、サイクロンを含む暴風雨などの水文・気象に関する災害が多数発生して

いる。また、毎年プレモンスーン期に発生する局所的な豪雨も、年々発生頻度が高まっており、

2009 年 5 月に襲来したサイクロン・アイラは、ブータン全土で観測史上最大雨量を記録するとと

もに、近年最悪の暴風雨災害となった。 

一方、ブータンを含むヒマラヤ山脈の国々では、地球温暖化の影響により山岳氷河の縮退に伴

う氷河湖拡大、さらにその決壊による洪水災害（Glacial Lake Outburst Flood：GLOF）がたびたび

報告されている。地球温暖化がもたらす脅威である GLOF に対して、国際協力機構（Japan 

International Cooperation Agency：JICA）及び科学技術振興機構（Japan Science and Technology 

Agency：JST）は、2009 年から 2012 年に、氷河湖のインベントリの作成、発生メカニズムの解明

等を目的とした、「ブータンヒマラヤにおける GLOF に関する研究プロジェクト」を実施した。

GLOF は通常の洪水とは異なり、前兆現象を伴わず突如下流域に襲来するため、ひとたび発生す

れば、流域住民への深刻な被害や、国の基幹産業である水力発電設備の破壊にも繋がりかねない

甚大な災害となるため、継続的なモニタリングと早期警報システム（Early Warning System：EWS）

の構築の必要性が上記プロジェクトで提言されている。 

増加・激甚化する気象災害と GLOF 災害に対応するために、ブータンは、2011 年に経済省エネ

ルギー局の一部署であった水文気象部を、水文気象局（Department of Hydro-met Service：DHMS）

に格上げするとともに、早期警戒を含めた流域監視体制の強化を目的として、DHMS 内に国家気

象洪水予警報センター（National Weather, Flood Forecasting and Warning Center：NWFFWC）を設置

した。しかしながら、DHMS、NWFFWC の観測・予警報体制については課題が多く、ブータン国

政府は日本国政府に対して、GLOF/降雨洪水を対象とした早期警報システムの構築と予警報能力

の向上を目的とした協力を要請した。 

本プロジェクトは、マンデチュー及びチャムカールチュー流域において、GLOF を含む洪水に

対応する早期警報システムの構築、及び、パイロット活動を通じた中央及び地方レベルでの緊急

対応能力の強化、災害リスクアセスメントを開発計画に取り込む体制づくり支援を行うものであ

る。これにより、ブータンにおける洪水等の自然災害に対する強靭な社会を確立することを目的

とする。2013 年 3 月 18 日署名の本プロジェクトの討議議事録（Record of Discussions：R/D）に基

づき、JICA はブータン側関連機関と共同で中間レビューを実施するための調査チームを派遣した。 
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１－２ 評価委員の構成 

 １－２－１ 日本側評価委員 

担当 氏 名 所属 派遣期間 

団長/総括 馬場 仁志 JICA 国際協力専門員 2015.2.8～2.14 

評価計画 北村 浩一 
JICA 地球環境部水資源・防災グループ防災

第一チーム副調査役 
2015.2.8～2.14 

評価分析 山口 豊 （有）クランベリー コンサルタント 2015.1.26～2.14 

 １－２－２ ブータン側評価委員 

担当 氏名 役職・所属 

委員 Mr. Karma Tsering DHMS 局長 

委員 Mr. Karma Dupchu DHMS 水文部長 
 

１－３ 調査日程 

現地調査は 2015 年 1 月 26 日から、同年 2 月 14 日までの期間で実施された。（詳細は付属資料

８．中間レビュー調査日程を参照） 

１－４ 主要面談者 

調査団は下記を訪問しインタビュー調査を実施した。（詳細は付属資料９．主要面談者リスト

を参照） 

・プロジェクトの実施機関 経済省水文気象局（DHMS） 

・共同実施機関 内務文化省防災局（DDM） 

経済省地質鉱山局（DGM） 

公共事業省土木局（DoES） 

国家土地委員会 （NLCS） 

公共事業省定住局 （DHS） 

・パイロット流域 トンサ県（Trongsa District） 

ブムタン県（Bumthang District） 

マンデチュー水力発電機構（MHPA） 

・合同調整委員会メンバー 国民総幸福量委員会（GNHC） 

・関係援助機関 国連開発計画（UNDP） 

世界銀行 

・プロジェクト専門家  

・JICA ブータン事務所  
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第２章 プロジェクトの概要 

２－１ 基本計画 

名  称 氷河湖決壊洪水（GLOF）を含む洪水予警報能力向上プロジェクト 

協力期間 2013.10.1 – 2016.9.30 

上位目標 
ブータン国における気候変動対応策として、GLOF や洪水等の自然
災害に対応する強靭な社会が確立する。 

プロジェクト目標 
DHMS 及び関係ステークホルダーの GLOF及び洪水に対する緊急対
応能力が向上する。 

期待される成果 

（アウトプット） 

1.関連機関の GLOF 及び洪水リスクアセスメント、都市開発計画、
防災、洪水・気象予報、及び関連機関との緊急情報共有に関する
能力が向上する。 

2.マンデチュー及びチャムカールチューの各パイロット流域におい
て、GLOF 及び洪水を対象とした早期警報システム（EWS）が開
発・運用される。 

3.パイロット流域における GLOF 及び洪水災害に対して、中央及び
地方レベルでの緊急対応能力が強化される。 
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PDM による成果と活動の計画 

 

(1) 成果 1: 関連機関の氷河湖決壊洪水（GLOF）及び洪水リスクアセスメント、都市開発計画、

防災、洪水・気象予報、及び関連機関との緊急情報共有に関する能力が向上する。  

1-1. 維持運用可能な統合システム構築を目的として、NWFFWC の既存の気象水文データ収

集、モニタリング、警報等について現状分析を行う。 

1-2. 統合システム構築に必要な資機材を導入し、NWFFWC 職員に対し、システムの運用維

持管理のための研修を実施する。 

1-3. 先行案件成果を含む氷河湖に関する調査結果を勘案のうえ、経済省地質鉱山局

（Department of Geology and Mines：DGM）及び公共事業省土木局（Department of 

Engineering Service：DoES）の協力のもと、想定される GLOF、及び気候変動を踏まえ

た洪水規模について分析する。 

1-4. GLOF/洪水リスクアセスメントを実施するセクターと開発担当セクター間の連携強化

に向けた協議を実施する。 

1-5. NWFFWC、DGM、DoES 及び国家土地委員会事務局（National Land Commission 

Secretariat：NLCS）職員への研修を通じて、活動 3-2 に資するための GLOF 及び洪水に

関するリスク地域マップを作成・改善する。 

1-6. ワークショップ等を通じて、関係機関における災害に対する土地利用の意識を醸成す

る。 

1-7. 災害リスクアセスメントの観点を開発計画に盛り込む必要性を確認し、そのための組

織制度を検討し、提案する。 

1-8. 収集された気象及び水文データや、全球気象予報データ（Grid Point Value）を活用しな

がら、洪水及び気象予報のシステムを改善する。 

1-9. 関係機関との協議やワークショップ等を通じて、緊急時の情報共有に関する作業手順

書（Standard Operating Procedure：SOP）を策定する。 

(2) 成果 2: マンデチュー及びチャムカールチューの各パイロット流域において、GLOF 及び洪水

を対象とした EWS が開発・運用される。 

2-1. GLOF 及び洪水への行政対応という観点から、既存の気象水文観測網や計画中の水力発

電所に関する現状分析ならびに課題抽出を行う。 

2-2. 早期警報システム設計のための基本データとして、GLOF 及び洪水の想定流量、高水位、

到達時間、及びその他の水文情報について解析する。 

2-3. 感知システム、通信ネットワーク、データ管理等からなる早期警報システムの配置な

らびに仕様等の施設設計を行う。 

2-4. 各パイロット流域ならびに NWFFWC に対し、必要となるスペア部品や維持管理のため

の資材を含む機材及び施設を導入する。 

2-5. 早期警報システムの運用維持管理に関するマニュアルを作成し、中央及び地方の

DHMS 職員に対し、試験・運用・維持管理のための研修を実施する。 

(3) 成果 3: パイロット流域における GLOF 及び洪水災害に対して、中央及び地方レベルでの緊急

対応能力が強化される。 
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3-1. 内務文化省防災局（Department of Disaster Management：DDM）、対象流域の地方政府、

コミュニティ住民の参加のもとワークショップを開催し、流域における洪水避難予警

報にかかる課題を整理・分析する。 

3-2. 活動 1-5, 2-2 で得られた知見を考慮して、地方政府との協議のうえ、対象流域における

洪水予警報発令基準、及び避難対象とするコミュニティの範囲を特定する。 

3-3. 開発された早期警報システムの操作訓練、それに基づいた洪水予警報・避難訓練計画

を実施する。 

3-4. 活動 3-1~3 に対する評価を通じて、対象流域における GLOF 及び洪水対応のための SOP

を作成する。 
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第３章 評価の方法 

３－１ 評価設問と必要なデータ・評価指標 

本中間レビュー調査では「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」（2010 年 6 月改訂）に準拠し、

プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）と活動計画表（Plan of 

Operation：PO）に基づき、関係資料を調べ、事前に評価設問（調査すべき項目）を検討し、プロ

ジェクトの実績、実施プロセス、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）

に関する評価グリッドを作成して調査を行った。なお PDM はプロジェクト開始当初から改訂さ

れていない。（付属資料２．プロジェクト・デザイン・マトリックスを参照） 

実績、実施プロセス、評価 5 項目の定義の概要は以下の通りである。 

(1) 実績：投入、成果、プロジェクト目標、上位目標の達成度または達成予測に関する情報。 

(2) 実施プロセス：活動の実施状況やプロジェクトの現場で起きている事柄に関する情報。 

(3) 評価 5 項目 

妥当性 （relevance） 

プロジェクト目標及び上位目標とブータン政府の開発政策、日本

の援助政策、ターゲットグループのニーズ、計画の論理的整合性

等との一致の度合い。 

有効性（effectiveness） プロジェクト目標と成果の達成度を測る尺度。 

効率性 （efficiency） 
プロジェクトのインプットに対するアウトプットを、投入のタイ

ミング等も踏まえ、定性および定量的に計測する。 

インパクト （impact） 
プロジェクトによって、直接または間接的に、意図的または意図

せずに生じる、正・負の変化。 

持続性（sustainability） 
政策、制度、財政、技術などの側面から、プロジェクトの効果が

持続的に維持される可能性について検討する。 

 

３－２ 評価実施体制 

本中間レビュー調査は、ブータン側との合同で実施された。評価グリッドに設定された評価設

問に沿って評価結果を整理した合同評価レポート案を審議し、評価レポートの最終化・合意に向

けて協議を行った。 

３－３ 評価実施方法 

評価グリッドに基づいて以下の方法で、文献・資料調査、直接観察、インタビュー調査を行っ

た。これらの調査により情報・データを収集し、評価分析を実施した。 

  (1) 文献・資料調査 

国内での準備期間において既存の文献･資料等を検討し、さらに現地調査において収集・

分析を行い、中間レビュー調査のための参考とした。（付属資料 11. 主な参考文献・資料一

覧を参照） 
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  (2) 直接観察 

マンデチュー及びチャムカールチューの流域にあるプロジェクトのパイロット地域を訪

問し、トンサ県及びブムタン県の水文気象観測施設、早期警報システム建設予定地、待受け

工事、流域の建物などを視察した。 

  (3) インタビュー調査 

現地調査では、ティンプーのプロジェクト実施機関、共同実施機関、援助関係者だけで

なく、トンサ県及びブムタン県の防災担当を訪問し、また建設中の水力発電施設の関係者に

対してもインタビューを実施した。 
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第４章 実績の確認 

４－１ 投入実績 

中間レビュー調査実施時点での、日本側及びブータン側の投入は下記のとおりである。 

  (1) 日本側投入 

長期専門家は、2015 年 2 月の中間レビュー調査実施時点までに、総括（流域防災計画）1

名、副総括（洪水予警報）1 名、気象水文 1 名、洪水ハザードマップ/GIS 1 名、情報通信/

早期警報システム計画 1 名、コミュニティ防災 1 名、コミュニティ防災/研修管理業務調整

他 1 名の計 7 名が計 22 回に亘って派遣され現地業務を実施している。（付属資料４．専門家

派遣実績を参照） 

機材供与は主に、現地調達された全地球測位網（Global Positioning System：GPS）などの

機材が中心であり、JICA が一般競争入札によって調達した統合システム及び EWS などの機

材は中間レビュー後に現地に到着し、DHMS に引き渡される予定である。 

また、プロジェクトによる本邦研修 3 名、JICA による集団研修を利用した本邦研修によ

る 7 名の計 10 名のカウンターパートに対して、研修員受入れが実施された。プロジェクト

による研修は気象衛星画像利用技術に関するもので、JICA の集団研修は防災及び気象業務

に関するものであった。（付属資料６．研修員受入れ実績を参照） 

日本側のローカルコスト負担は研修・ワークショップの実施費用などに利用されている。 

① 専門家派遣 7 名 

② 研修員受入 

・ 本邦研修 10 名（プロジェクトによる研修 3 名、JICA による集団研修 7 名） 

③ 機材供与 3 百万円 

④ ローカルコスト負担 2.4 百万円 

  (2) ブータン側投入 

ブータン側の実施機関である DHMS 及び共同実施機関である DDM、DGM、DoES、NLCS、

公共事業省定住局（Department of Human Settlement：DHS）はカウンターパート（Counterpart：

C/P）として、プロジェクトに活発に参加している。C/P はこれらの実施機関の他に、パイ

ロット流域の県庁から防災担当が参加し、また防災主流化及びハザードマップの 2 つのワー

キンググループを通しても実務レベルの参加があり、C/P の数は計 39 名にのぼる。（付属資

料５．プロジェクトのカウンターパートを参照） 

さらに DHMS はプロジェクトに EWS のための用地を提供し、また EWS 及び統合システ

ムの機材を収容する NWFFWC の建物を新たに建設した。この他に DHMS はプロジェクト

の事務スペースを提供しその維持管理費を負担している。 

なお DHMS 及び DoES 等の共同実施機関の一部は研修のための機材・施設を提供してお
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り、またプロジェクト活動のための人件費等は実施機関及び共同実施機関の経常予算から支

給されている。 

① カウンターパートの配置 39 名 

② 早期警報システムの用地の提供 

③ 国家気象洪水予警報センターの建物の建設 

④ 研修のための施設と機材の提供 

⑤ プロジェクト事務スペースの提供と維持管理費負担 

⑥ プロジェクト活動のための人件費等の支給 

４－２ 成果達成状況 

成果 1: 関連機関の氷河湖決壊洪水（GLOF）及び洪水リスクアセスメント、都市開発計画、防災、
洪水・気象予報、及び関連機関との緊急情報共有に関する能力が向上する。 

成果 2: マンデチュー及びチャムカールチューの各パイロット流域において、GLOF 及び洪水を
対象とした早期警報システム（EWS）が開発・運用される。 

成果 3: パイロット流域における GLOF 及び洪水災害に対して、中央及び地方レベルでの緊急対
応能力が強化される。 

 

(1) 成果 1: 「関連機関の GLOF 及び洪水リスクアセスメント、都市開発計画、防災、洪水・気

象予報、及び関連機関との緊急情報共有に関する能力が向上する。」 

【指標 1-a】開発計画の中に災害リスクアセスメントを取り込む組織制度の強化計画が策定さ

れる。 

【達成度】進展中 

【活動】 

1-4. GLOF/洪水リスクアセスメントを実施するセクターと開発担当セクター間の連

携強化に向けた協議を実施する。 

1-6. ワークショップ等を通じて、関係機関における災害に対する土地利用の意識を醸

成する。 

1-7. 災害リスクアセスメントの観点を開発計画に盛り込む必要性を確認し、そのため

の組織制度を検討し、提案する。 

 

プロジェクトは、主要な実施機関である DHMS 及び、共同実施機関である DDM、DGM、

DoES、NLCS、DHS の実務者レベルの C/P による、防災主流化ワーキンググループ（MDRR 

W/G）を組織し、防災主流化に関連する行政面のプロジェクト活動（連携強化、土地利用改

善、組織制度の検討）を進めている。MDRR W/G は GLOF/洪水リスクアセスメントを実施

するセクターと開発担当セクター間の連携強化を促進する協議を行っている。 

  



 

－11－ 

表 ４-１ 防災主流化ワーキンググループ会合開催記録 

会合 開催日 

第 1 回 2014 年 2 月 27 日 

第 2 回 2014 年 3 月 10 日 

第 3 回 2014 年 6 月 9 日 

出所：プロジェクト資料 

 

プロジェクトではこれら洪水リスクに関わる行政・開発関連の組織の状況と課題を調査

する目的で、ベースライン・サーベイを実施し、その調査結果を上記 MDRR W/G での討議

を通じて最終化した。（付属資料ベースライン調査結果参照）なお、開発計画にリスクアセ

スメントの観点を盛り込むため、地域開発計画の推進機関である DHS も共同実施機関とす

ることが 2013 年 10 月のプロジェクトのインセプションレポート会議において合意された。

MDRR W/G は、これら関係機関の課題解決のための触媒の働きを担っている。 

また、プロジェクトはプロジェクト対象地域のブムタンを含む地域開発計画を管轄する

DHS から土地利用（及び開発）の現状及び将来の法制度と活動についての情報を収集し、

NLCS から土地利用規制にかかる制度について聴取した。これらの調査をもとに、2014 年 3

月に、土地利用改善も含め防災主流化にかかる活動のための MDRR W/G 第 2 回会合を開催

し、DHS によるブムタン・マスタープラン（地域開発計画）の土地利用計画及び NLCS に

よる災害危険区域での土地利用制限のための区域境界の確認について討議した。さらに、第

3 回 MDRR W/G 会合では、ベースライン調査結果のレビュー・アップデートを行い、ブム

タン・マスタープランによる洪水地滑り危険区域図と DGM による GLOF 危険区域図の調整

の必要性について話合った。 

【指標 1-b】NWFFWC 用資機材が予定どおり設置され計画どおり利用される。 

【達成度】進展中 

【活動】 

1-1. 維持運用可能な統合システム構築を目的として、NWFFWC の既存の気象水文デ

ータ収集、モニタリング、警報等について現状分析を行う。 

1-2. 統合システム構築に必要な資機材を導入し、NWFFWC 職員に対し、システムの

運用維持管理のための研修を実施する。 

 

プロジェクトは、DHMS による既存の水文気象データ収集、モニタリング、警報等につ

いて現状を分析し、維持運用可能な統合システム構築を目的として提言を行った。まず

DHMS の水文気象観測のネットワークを調査し、それらの観測所、リアルタイム自動水位

観測器（Automatic Water Level Station：AWLS）、リアルタイム自動気象観測器（Automatic 

Weather Station：AWS）の機器設置・観測・保守点検状況・データ処理状況の確認と評価を

行った。 

その結果、水文観測ネットワークは主要都市への洪水警報のために、さらに上流での観

測を増やす必要があり、気象面では山地での特に雨量観測を増加させる必要があることが分

かった。またリアルタイム AWLS 及びリアルタイム AWS は今後の観測体制の主流となるべ
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きものだが、DHMS では設置時のプロジェクトごとに異なるデータベースに保存されてお

り統合的な管理がなされていない、水文部と気象部でデータが共有されていない、データの

品質管理が不十分であるなどの問題が指摘された。 

 
出所：第 1 次事業進捗報告書 

図 ４-１ 水文観測ネットワーク 

 

 
出所：第 1 次事業進捗報告書 

図 ４-２ 気象観測ネットワーク 

 

さらにプロジェクトは DHMS と世界気象機関（World Meteorological Organization：WMO）

MA: A クラス気象観測所, MC: C クラス気象観測所 

リアルタイム気象観測所; AWS: リアルタイム自動気象観測所, 

Ra: 雨量, Ta: 気温, RH: 相対湿度 

HP: 一次水文観測所 

HS: 二次水文観測所 

FWS: 洪水警報センター 

AWLS: リアルタイム自動水位観測
器 
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加盟国の気象機関との間を、全球通信システム・メッセージ交換システム（GTS/MSS）を

通じて接続し、気象情報の交換を行うことにより、DHMS の気象解析・予測能力の向上を

図る支援を開始した。アジア地区の GTS/MSS ネットワークの中で現在未接続となっている

ティンプーと WMO 加盟国を結ぶために、インドのニューデリー間を主回線とし、ティン

プーとタイのバンコク間をバックアップ回線として接続する準備を進めた。衛星画像受信は、

新ひまわりの画像受信（インターネット及び直接画像受信装置）を導入することとした。  

DHMS の NWFFWC に導入する GTS/MSS 関連資機材の英文仕様書を、2013 年 10 月に実

施した NWFFWC、マンデチュー及びチャムカールチュー流域の現状調査に基づき作成し、

2014 年 2 月の第 1 回合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）で合意を得て、

さらに JICA の様式に従った調達のための仕様書および関連資料を作成した。 

【指標 1-c】GLOF 及び洪水危険区域図が作成される。 

【達成度】進展中 

【活動】 

1-3. 先行案件成果を含む氷河湖に関する調査結果を勘案のうえ、DGM 及び DoES の

協力のもと、想定される GLOF、及び気候変動を踏まえた洪水規模について分析

する。 

1-5. NWFFWC、DGM、DoES 及び NLCS 職員への研修を通じて、活動 3-2 に資するた

めの GLOF 及び洪水に関するリスク地域マップを作成・改善する。 

 

プロジェクトは、DHMS、DDM、DGM、DoES、NLCS、DHS の実務者レベルカウンター

パートで構成されるハザードマップ整備のためのハザードマップ・ワーキンググループ

（FHM W/G）を結成し、技術研修を実施するとともに、関係機関間のコンセンサスの醸成

に努めている。これらの組織の間では、業務の役割分担や情報の共有がスムーズに行われる

ようになっている。FHM W/G では、今後さらに洪水ハザードマップの作成/展開に関する各

省庁の役割分担の議論及びガイドラインの作成を進めていく予定である。 

表 ４-２ ハザードマップ・ワーキンググループ会合開催記録 

会合 開催日 

準備会合 2014 年 1 月 30 日 

第 1 回 2014 年 2 月 12 日 

第 2 回 2014 年 4 月 30 日 

第 3 回 2014 年 10 月 7 日 

出所：プロジェクト資料 

 

ハザードマップ・ワーキンググループ（FHM W/G）は洪水ハザードマップ作成のために

必要な C/P の能力向上を目指し、GPS 測量から洪水流出/氾濫解析、マッピングに至る一連

の流れに沿った研修及び実習を実施している。（下記の表 ４-３参照）またプロジェクトで

は効果的な技術の定着のために、オン・ザ・ジョブトレーニング（On-the-Job Training：OJT）

により地理情報システム（Geographic Information System：GIS）操作が必要となる C/P の業

務及び流出/氾濫解析に関する業務に対して支援を行い、C/P の解析に対する理解促進を促
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した。これらの研修や実習によって、DHMS や DoES の洪水技術管理部（Flood Engineering 

Management Division：FEMD）では、測量や解析の一部については独自に実施できるまでに

技術移転が進んだ。 

表 ４-３ ハザードマップ・ワーキンググループ研修・測量実施記録 

年月 2014 年 2 月 3 月 4 月 5 月 

研修 
GPS, 解析 

GPS 
24 日 

DHMS, DDM 
26 日 DHMS 

GPS 
8 日 DHMS 

20 日 FEMD, DHMS 

解析 
8 日, 9 日 

FEMD, DHMS 
 

測量 
サイト実習 

 
測量 

24‐31 日 
DHMS, FEMD 

 
測量 

18‐25 日
DHMS

 

 

6 月 8 月 10 月 12 月 2015 年 1 月 

解析 
23－27 日 

グループ全体 

解析 
技術支援 

DHMS, FEMD 

解析 
FHM OJT 

DHMS 

解析 
FHM OJT, 技術支援 

DHMS, FEMD 

 
測量 

28 日‐1 日 

DHMS 
   

出所：プロジェクト資料をもとに作成 

 

プロジェクトでは、マンデチュー及びチャムカールチューのパイロット流域の基礎デー

タを収集するとともに、JICA と JST による研究を含め氷河湖決壊洪水（Glacial Lake Outburst 

Flood：GLOF）についての調査結果を検討し、GLOF 及び洪水によるリスク分析を実施して

いる。EWS、コミュニティ防災（Community Based Disaster Risk Management：CBDRM）、土

地利用規制に役立つよう、洪水流出・氾濫解析及びハザードマップの作成・改良作業を C/P

とともに行っている。（図 ４-３及び図 ４-４参照） 

 
出所：プロジェクト資料、中間レビュー時点での暫定版 

図 ４-３ 洪水によるブムタンの想定浸水域 
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出所：プロジェクト資料、中間レビュー時点での暫定版 

図 ４-４ GLOF によるブムタンの想定浸水域 

 

【指標 1-d】改善された予報システムを活用して、日々の洪水及び気象予報が配信される。  

【達成度】進展中 

【活動】 

1-8. 収集された気象及び水文データや、全球気象予報データ(Grid Point Value)を活用

しながら、洪水及び気象予報のシステムを改善する。 

 

プロジェクトは、気象予報短期専門家が洪水気象予報システムの改善を行うための基礎

資料として、DHMS 気象部の所掌業務、職員構成、国際機関による研修の実施状況などを

調査した。また衛星観測による画像と数値予報結果を組み合わせて利用する技術(SATAID)

に関する、予備的な研修を 2014 年 11 月に実施した。SATAID に関する現地研修及び全球気

象予報データ（Grid Point Value：GPV）データ活用による研修は、中間レビュー後に実施の

予定である。 

【指標 1-e】緊急情報共有のための SOP が作成される。 

【達成度】第 2 年次（2015 年 9 月以降）に実施予定 

【活動】 

1-9.  関係機関との協議やワークショップ等を通じて、緊急時の情報共有に関する SOP

を策定する。 

 

(2) 成果 2:「マンデチュー及びチャムカールチューの各パイロット流域において、氷河湖決壊洪
水（GLOF）及び洪水を対象とした早期警報システム（EWS）が開発・運用される。」 

【指標 2-a】EWS 用資機材が予定通り設置され計画どおり活用される。 

【達成度】進展中 
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【活動】 

2-1. GLOF 及び洪水への行政対応という観点から、既存の気象水文観測網や計画中の

水力発電所に関する現状分析ならびに課題抽出を行う。 

2-2. 早期警報システム設計のための基本データとして、GLOF 及び洪水の想定流量、

高水位、到達時間、及びその他の水文情報について解析する。 

2-3. 感知システム、通信ネットワーク、データ管理等からなる早期警報システムの配

置ならびに仕様等の施設設計を行う。 

2-4. 各パイロット流域ならびに NWFFWC に対し、必要となるスペア部品や維持管理

のための資材を含む機材及び施設を導入する。 

 

プロジェクトは既に上記の活動 2-1, 2-2 及び 2-3 を終了し、現在は活動 2-4 を実施中であ

る。プロジェクトはマンデチュー及びチャムカールチューの流域での GLOF 及び洪水への

対応という観点から DHMS の気象水文観測網の調査を行い、さらにマンデチューで現在建

設中、チャムカールチューで計画中の 2 つの発電施設に関する調査を実施した。マンデチュ

ー水力発電所の建設は進展しておりダム堤体の建設が開始され、チャムカールチューでは道

路など一部建設準備が行われている。またプロジェクトでは既存のダム施設も参考に、今後

策定されるパイロット流域のダムの洪水時ゲート操作及び緊急行動計画についても調査し

た。 

また、プロジェクトは GLOF 及び洪水の想定流量、高水位、到達時間等の水文情報につ

いて解析し、EWS 設計を行い、DHMS 側との共同作業により資機材の英文技術仕様書案を

作成し、2014 年 2 月に開催された JCC 会議の合意を得た。 

早期予警報システムは、首都ティンプーの DHMS 内の NWFFWC に設置されるモニタリ

ング・予報施設、マンデチュー流域及びチャムカールチュー流域の EWS で構成される。テ

ィンプーの NWFFWC は、気象・水文観測データを国内外から受信することにより降雨及び

洪水予報解析を行い、また必要な予報情報を流域の EWS のコントロールセンターに伝える。

流域の EWS は、気象・水位状況を監視するための自動観測システム（AWLS 及び AWS）、

それらを統括管理するコントロールセンター、住民に警報を発出する警報サイレンタワーか

ら成る。（下記の図 ４-５及び図 ４-６を参照） 
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出所：第 1 次事業進捗報告書 

 

図 ４-５ 統合システム（GTS/MSS）及び早期警報システム（EWS）の全体構成図 

 

 
出所：プロジェクト資料 

図 ４-６ 流域早期警報システム（EWS） 

 

なおマンデチューおよびチャムカールチュー流域に設置する、EWS の AWS および AWLS

からは、観測データをヨーロッパの気象衛星 METEOSAT および GTS/MSS を経由してティ
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ンプーで受信する計画であり、このためプロジェクトの C/P とともに、ヨーロッパ気象衛

星開発機構（European Organization for the Exploitation of Meteorological Satellites：EUMETSAT）

とそのための必要な調整を継続中である。 

またプロジェクトは機材設置遅延のリスクを回避するため、観測機材調達以前に、マン

デチューおよびチャムカールチュー流域の観測施設の整地やフェンス設置等の土木工事（待

受け工事）を既に行っており、機材の調達、輸送、設置等は 2015 年 7 月頃に終える見通し

である。 

 

【指標 2-b】EWS の維持管理マニュアルが作成される。 

【指標 2-c】EWS の維持管理に関する研修がマニュアルを用いて実施される。（DHMS 担当職

員全てが研修に参加する。） 

【達成度】中間レビュー後に実施予定の活動 

【活動】 

2-5. 早期警報システムの運用維持管理に関するマニュアルを作成し、中央及び地方の

DHMS 職員に対し、試験・運用・維持管理のための研修を実施する。 

 

(3) 成果 3「パイロット流域における GLOF 及び洪水災害に対して、中央及び地方レベルでの緊
急対応能力が強化される。」 

【指標 3-a】対象地区のステークホルダー参加のもと、警報及び避難に関する洪水緊急対応の

ワークショップが開催される。 

【達成度】進展中 

【活動】 

3-1. DDM、対象流域の地方政府、コミュニティ住民の参加のもとワークショップを開

催し、流域における洪水避難予警報にかかる課題を整理・分析する。 

 

プロジェクトは、パイロット流域における GLOF 及び洪水災害に対する、中央及び地方

レベルでの緊急対応能力を強化する活動を計画通り実施している。2014 年 9 月から 10 月に

かけて、プロジェクトは DDM 及び DHMS と、トンサ県及びブムタン県において、CBDRM

活動のキックオフミーティングを実施した。両県においてプロジェクトは、防災担当職員と

協力して県の防災関連の開発計画を確認し、小学校を含む対象コミュニティの状況を調査し

ワークショップを開催した。調査対象は、Bjizam コミュニティ（トンサ県）、Choekhor Toe

小学校、Gangrithang 小学校、Kurjey、Gyelkhar Wangdicholing、Bumthang Downtown の 3 コ

ミュニティ（ブムタン県）の計 6 カ所であった。 

【指標 3-b】開発された EWS を用いた避難訓練がパイロット流域で計画・実施される。 

【達成度】中間レビュー後に実施予定の活動 

【活動】 

3-2. 活動 1-5, 2-2 で得られた知見を考慮して、地方政府との協議のうえ、対象流域に

おける洪水予警報発令基準、及び避難対象とするコミュニティの範囲を特定する。 

3-3. 開発された早期警報システムの操作訓練、それに基づいた洪水予警報・避難訓練

計画・実施する。 
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【指標 3-c】パイロット流域における GLOF 及び洪水にかかる SOP が作成される。 

【達成度】第 2 年次（2015 年 9 月以降）に実施予定 

【活動】 

3-4. 活動 3-1~3 に対する評価を通じて、対象流域における GLOF 及び洪水対応のため

の SOP を作成する。 

４－３ プロジェクト目標の達成状況（見込み） 

プロジェクト目標「DHMS 及び関係ステークホルダーの GLOF 及び洪水に対する緊急対応能力が
向上する。」 

【指標 a】GLOF 及び洪水に関する予警報が、SOP に従って発令される。 

【指標 b】パイロット活動流域において、開発された早期警報システムを活用した早期警報及

び避難訓練が定期的に実施される（最低年１回） 

【達成度】進展中 

 

プロジェクトはプロジェクト期間内にプロジェクト目標を達成することが見込まれる。プロ

ジェクト活動の順調な進展により、関連機関の GLOF 及び洪水リスクアセスメント、都市開発

計画、防災、洪水・気象予報、及び関連機関との緊急情報共有に関する能力が向上することが

予想される。またマンデチュー及びチャムカールチューの各パイロット流域において早期警報

システムが開発・運用されることが期待できる。このため、プロジェクトは計画通り、GLOF

及び洪水に関する予警報を作業手順書に従って発令する体制を整備するとみられる。  

さらにパイロット活動流域において、開発された早期警報システムを活用した早期警報及び

避難訓練を実施する準備がされつつあり、DHMS 及び関係ステークホルダーの GLOF 及び洪水

に対する緊急対応能力が計画通り向上すると予想される。 

４－４ 上位目標達成状況（見込み） 

上位目標「ブータン国における気候変動対応策として、GLOF や洪水等の自然災害に対応する強
靭な社会が確立する。」 

【指標 a】中央・地方政府機関（パイロット流域以外も含む）及びダム管理者を含む関係セク

ターに対し、GLOF 及び洪水に関する予警報が気象・水文データの蓄積により、よ

り精度の高い状態で NWFFWC から発信・伝達される。 

【指標 b】パイロット流域以外で、早期警報システムが導入され、それを用いて、最低一つの

コミュニティで避難訓練が実施される。 

【達成度】達成の見通し 

 

DHMS は、パイロット流域以外を含む全国の水文気象観測体制を大幅に拡充しており、また

同時に水文気象データの統合的な管理を計画しており、気象・水文データの蓄積が大きく改善

することが見込まれる。このためプロジェクトによる水文気象分野での技術協力が活用され、

より精度の高い GLOF 及び洪水に関する予警報が、全国の中央・地方政府機関及びダム管理者

を含む関係セクターに対し、NWFFWC から発信・伝達されることが期待できる。なお早期警

報システムの他の流域への普及可能性を中間レビューの現段階で判断することは時期尚早で

あるとみられる。 
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４－５ 実施プロセスに関する特記事項 

  (1) 計画された活動の実施状況 

プロジェクトは、EWS 関連資機材の一般競争入札による調達のための公示図書作成の遅

れなど、一部のプロジェクトが直接実施できなかったこと除き、ほとんどの活動をほぼ計画

通りに実施している。（付属資料３．プロジェクトの活動計画を参照） 

  (2) プロジェクトの管理 

プロジェクトはプロジェクト・ダイレクターである DHMS 局長 プロジェクト・マネー

ジャーである DHMS 水文部長、プロジェクトのチーフアドバイザーである総括担当専門家

によって運営されており、これを JCC が監理する体制になっている。予定通り JCC は 2014

年 2 月に開催されており、プロジェクトによる報告書も、開始時にインセプションレポート

が、また開始後 1 年の 2014 年 9 月に第 1 次事業進捗報告書が作成されプロジェクト関係者

に周知された。 

プロジェクトの管理部門は、DHMS 以外の他の共同実施機関のプロジェクトへの参加促

進に良く配慮しており、またブータン内外でプロジェクトが実施する研修への共同実施機関

からの参加を促し、プロジェクトの有効な実施に貢献している。 

なおプロジェクト・マネージャーは信託基金の地球環境ファシリティ（Global Environment 

Facility：GEF）の供与を受けて、DHMS が国連開発計画（United Nations Development 

Programme：UNDP）と実施したプナツァンチュー流域における GLOF に対する早期警報シ

ステムの設置プロジェクトにおいて、既にプロジェクト・マネージャーを経験している。本

プロジェクトのブータン側による実施管理には、その経験も生かされているとみられる。  
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第５章 評価結果 

５－１ 評価 5 項目による評価 

 ５－１－１ 妥当性：高い 

  (1) 開発政策との整合性 

プロジェクトは、防災に関するブータン政府の政策と高い整合性がある。ブータンの開

発政策である五カ年計画（2013-18）では、「防災力の強化と防災の主流化」が 16 の国家主

要成果（National Key Result Areas：NKRA）のひとつとして取上げられている。このため

DHMS は水文気象セクターでの主要実績指標として、流域での早期警報システムの設置を

設定している。 

  (2) 防災政策との合致 

プロジェクトはブータン政府の防災政策に合致している。2013 年に施行された防災法は、

防災の主流化とコミュニティ参加による防災管理を重視し、防災のための制度的なキャパシ

ティ・ビルディングを目指している。防災法では、ハザードマップの承認を含め、防災に関

する最高政策決定機関として国家災害管理局（National Disaster Management Authority：

NDMA）の設置が決められ、プロジェクトに参加している DDM がその事務局と定められて

いる。 

  (3) プロジェクトの裨益機関 

プロジェクトの裨益機関は、洪水防災関連の主要政府機関を網羅しており適切である。

DHMS、DDM、DGM、DoES、NLCS、DHS は裨益機関であると同時に、プロジェクトの主

要実施機関及び共同実施機関でもある。これらの機関の現状や役割・職責や課題を、プロジ

ェクトはベースライン調査によって把握しており、プロジェクトはそれらの課題を解決する

触媒の働きを目指していると言える。（付属資料７．ベースライン調査結果を参照）なおト

ンサ県及びブムタン県の防災担当職員及びコミュニティは、プロジェクトのターゲット地域

での裨益者である。 

  (4) パイロット流域の選択 

プロジェクトのパイロット流域の選定は適切である。JICA/JST 共同研究及びその後の研

究では、マンデチュー及びチャムカールチュー流域はプナツァンチュー（Punatsan chhu）流

域に次いで GLOF の危険氷河湖の多い流域と指摘されている。（図 ５-１参照） 

プナツァンチュー流域では危険氷河湖のトルトミ氷河湖の水抜き工事が行われ、また

EWS がプナカ‐ワンディ（Punakha-Wngdi） 渓谷に設置され GLOF の危険が低減した一方

で、マンデチュー及びチャムカールチュー流域での GLOFの危険性は高いままである。GLOF

を含む洪水対策として EWS 設置が役立つ。このためパイロット流域でのプロジェクトの実

施は、ブータンのニーズに合致している。 
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出所：名古屋大学藤田准教授の非公開データより許可を受けプロジェクトの詳細計画策定調査が作成 

図 ５-１ ブータン国内の各流域の危険氷河湖数 

  (5) 日本の援助政策との整合性 

プロジェクトは、日本の援助の対ブータン王国事業展開計画に合致している。同計画は

ブータンでは地球温暖化によって GLOF や洪水を含めて自然災害の危険性が高まっており、

日本の防災に関する豊富な知見と経験がブータンの防災の取組みに対しても役立つとして

いる。また JICA の課題別指針防災（2009）では防災に対する効果的なアプローチとして開

発戦略目標として「災害に強いコミュニティ・社会づくり」が掲げられそのための中間目標

として「災害リスクの把握（防災マップの整備）」が取上げられている。なお前述のように

洪水関連の協力として、ブータンでは 2009 年から 2012 年に、氷河湖のインベントリ作成、

発生メカニズム解明等を目的とした、「ブータンヒマラヤにおける氷河湖決壊洪水（GLOF）

に関する研究プロジェクト」が実施されている。 

 ５－１－２ 有効性：高い 

  (1) プロジェクト目標達成の可能性 

プロジェクトは計画された成果を生み、プロジェクト期間内にプロジェクト目標を達成

する見込みである。マンデチュー及びチャムカールチューのパイロット流域に計画通り早期

警報システムが設置され、DHMS 及び関係ステークホルダーの GLOF 及び洪水に対する緊

急対応能力の向上が見込まれる。 

  (2) 早期警報装置のコミュニティへの裨益効果 

プロジェクトが設置する早期警報システムの警報装置は、パイロット流域の住民に対す

る GLOF 及び洪水による災害リスクを減少することが期待される。特にチャムカールチュ
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ー川流域では、3 つコミュニティ、1 つのダウンタウン地区、2 つの小学校にサイレン塔が

設置される予定であり、住民に対する裨益効果は大きい。 

  (3) 水力発電施設への裨益効果 

早期警報システムは、パイロット流域に建設・計画中の水力発電施設に有益である。早

期警報システムは建設中及び建設後の水力発電施設にとって、洪水の警報や水量の観測など

重要な役割を果たす。マンデチュー流域にはマンデチュー水力発電機構（Mangdechhu 

Hydroelectric Project Authority：MHPA）によって水力発電所が建設中であり、2017 年に完成

が予定されている。また、チャムカールチュー流域にはインド政府との合弁事業によって水

力発電所の建設計画が進んでおり、準備のための道路建設が開始された。 

ブータンは水力発電を中心として経済開発戦略を取っており、下記のとおりパイロット

流域を含め、現在多くの大規模水力発電プロジェクトが推進されている。水力発電は既にブ

ータン経済最大の財政収入及び外貨の獲得手段であり、経済的な意義は大きい。2013-14 年

度のブータンの財政収入の 20%は水力発電産業によるものであり、その外貨収入は GDP の

9.8%に達している。1
 

表 ５-１ ブータンの水力発電施設 

プロジェクト 発電能力 MW 建設工事済 

操業中の発電施設 開始 終了 

Tala 1020 1997 2007 

Chhukha  336 1974 1988 

Basochu   64 1997 2001 &04 

Kurichhu   60 1995 2001 

建設中の発電施設 工事計画 

Punatsangchhu I 1200 2009 2017 

Punatsangchhu II 1020 2010 2017 

*Mangdechhu /MHPA  720 2010 2017 

Dagachhu  126 2009 2015 

契約署名済の発電施設 建設契約 

*Chamkharchhu  770 2014 年 4 月 22 日、ブータン政
府とインド政府は、合弁事業
として 4 件の水力発電プロジ
ェクトの建設に合意した。 

Kholungchhu  600 

Wangchhu  570 

Bunakha Storage  180 
出所：ブータン中央銀行 Royal Authority of Bhutan, 2013/2014 年報をもとに作成 

 

  (4) 上流域への観測ネットワークの拡充 

洪水の予警報の精度を改善するためには、上流域に AWLS 及び AWS を設置する必要があ

る。プロジェクトはマンデチュー及びチャムカールチューの上流域に、AWLS 4 ヵ所（マン

デチューの Jongthang 及び Bjizam、チャムカールチューの Kagthang 及び Kurjey）を設置し、

上流域の水文観測ネットワークを改善する。またチャムカールチューの上流には AWS

（Tsampa）もプロジェクトによって設置される。 

                                                        
1 ブータン中央銀行、2013/2014 年報 
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 ５－１－３ 効率性：高い 

  (1) プロジェクトへの参加 

プロジェクトには、実施機関の DHMS だけでなく、共同実施機関である DDM、DGM、

DoES、NLCS、DHS が活発に参加し、良好なプロジェクト管理体制とともにプロジェクト

活動の効率性を高めている。またパイロット流域のトンサ県庁及びブムタン県庁もプロジェ

クトの活動に協力的である。 

  (2) プロジェクトによる技術支援 

JICA 専門家による技術支援はブータン側から一般に高い評価を得ており、特に流出・氾

濫解析及びハザードマップ整備については、技術移転が順調に進展している。中間レビュー

の調査を通して良好な評価結果が得られた。またプロジェクトは、プロジェクト独自の本邦

研修の実施に加えて、JICA による防災及び気象分野の集団研修を積極的に、C/P の研修に

利用しており、プロジェクトによる技術支援を促進している。なお GTS/MSS 及び EWS の

機材の設置後には、今後さらに本格的なプロジェクトによる技術支援の実施が予定されてい

る。 

  (3) 水文気象局（DHMS）による NWFFWC の建設 

DHMS は 2014 年末までに NWFFWC の建物の建設をほぼ終了し、プロジェクトによる統

合システム及び早期警報システムのモニタリング・予報のための機材の設置準備を整えた。

NWFFWC は DHMS に隣接して建設され、DHMS の重要な観測・分析の機能がここで管理

される。パイロット流域を含めて DHMS の AWLS および AWS のデータはリアルタイムで

NWFFWC に転送され加工・分析され、洪水予警報・気象予報サービスとして発信される予

定である。 

  (4) 水文気象局（DHMS）による地域事務所の設立計画 

さらに DHMS は、地方における水文気象観測網の維持管理改善のために、新たに東部の

地域事務所をブータンに建設することを計画している。ブムタンの地域事務所には、将来的

には EWS のコントロールセンターを移転し、地域事務所職員が EWS を担当・管理する計

画である。地域事務所が建設されるまでは、ブムタンの Kujey 観測所がコントロールセンタ

ーとして機能する予定である。 

  (5) 機材の調達と設置の予定 

統合システム及び早期警報システムの機材は、調達のための書類準備などに一部に遅れ

がみられたが、調達に先立って待受け工事も終了しており、ほぼ計画通りに設置が行われる

見通しである。 

  (6) 防災管理体制の整備 

プロジェクトの開始は、ブータンにおける本格的な防災管理体制の整備が始まった直後

であり防災分野への協力のニーズが高まった時期にあたる。ブータンでは 2013 年に防災法

が発効し NDMA を頂点とし DDM をその事務局とする防災制度の整備が開始された。また

近年は DHMS、FEMD など洪水防災に関連する組織が設立され、それらの機関への協力ニ

ーズが高くなっていた。プロジェクト開始は、ブータン側の協力ニーズに合致し、タイミン
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グ良く効率的な協力が可能となっている。 

  (7) 国連開発計画（UNDP）プロジェクトとの相乗効果 

DHMS は UNDP/GEF との気候変動対応行動計画プロジェクト 2（National Adaptation 

Programmes of Action：NAPA)2
2
 によって AWLS 及び AWS を 2015 年より大幅に増設し、大

規模な水文気象観測ネットワーク整備を予定している。3
 UNDP/GEF の援助による水文気象

観測ネットワークの整備は機材購入のための資金供与が中心であり、プロジェクトによる水

文気象分野の技術協力と相乗効果によって、DHMS はより精度の高い気象・水文データの

蓄積と分析の実施が可能となることが期待される。機材供与が中心の UNDP/GEF によるプ

ロジェクトと比較的大きな技術協力のコンポーネントを持った本プロジェクトは相互に補

完的で効率的な協力の実施となっている。 

  (8) データシステムの統合 

DHMS は現在、これまで異なる協力プロジェクトによって作成された異なる AWLS 及び

AWS の水文気象観測のデータシステムを、ひとつの観測データとして統合するシステムを

導入する計画をすすめている。また DHMS はプロジェクトが推奨する WMO の標準規格の

採用を計画しており、プロジェクトが設置する早期警報システムや水文気象分野の技術協力

が、より効率的に利用されるデータ管理の体制に整備されつつある。 

  (9) 過去のプロジェクトの経験の活用 

プロジェクトの実施にあたって、過去のプロジェクトの実施経験や調査結果を利用する

ことで効率的なプロジェクトの実施が可能となっている。DHMS はUNDP/GEFによるNAPA

プロジェクトによって既に他の流域で早期警報システムの設置を経験しており、DDM は

CBDRM をいくつかの他の防災プロジェクトで実施している。また JICA は JST とのブータ

ンヒマラヤにおける氷河湖決壊洪水に関する研究プロジェクトの実施経験があり、氷河湖に

関するデータが利用されている。 

なお、CBDRM については、DDM は現在、CBDRM 標準マニュアルの策定をすすめてお

り、DDM ではプロジェクトが導入する CBDRM からのインプットを歓迎するとしている。

またブータンでの標準 CBDRM とプロジェクトの実施する CBDRM の間に整合性があるこ

とも望ましい。 

  (10) 機材等の効率的な投入 

プロジェクトは実施にあたって効率的な投入を行うよう配慮している。プロジェクトが

導入する衛星データ収集システム（Data Collection Platform：DCP）は安価であるが安定し

た通信回線として長年の実績があり信頼できる技術である。また、流出/氾濫解析には多数

のプロジェクト研修参加機関が利用できるよう、フリーの解析ソフトウェアを選定するなど

の配慮がなされている。 

                                                        
2 “Addressing the Risks of Climate-induced Disasters” (National Adaptation Programmes of Action 2)  
3 UNDP/GEF との気候変動対応プロジェクトは、39 のリアルタイム AWLS、60 のリアルタイム AWS を設置する予定で、これ

らのために DHMS は US$5,908,000 の資金供与を受ける。 
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 ５－１－４ インパクト：高い 

  (1) 上位目標の達成見通し 

DHMS は 2015 年より水文気象観測体制を大幅に拡充する計画である。このためプロジェ

クトによる技術協力が、洪水予警報の精度改善にさらに役立つ観測体制が整備される。

DHMS はパイロット流域以外についても、気象・水文データを蓄積し、より精度の高い状

態で GLOF 及び洪水に関する予警報を NWFFWC から発信・伝達することができるようにな

ると予想される。なお EWS の他の流域への普及可能性を現段階で判断することは中間レビ

ューの現時点では時期尚早であるとみられる。 

  (2) 気象予報サービスの向上 

長期的な観点から、プロジェクトによる気象予報分野の技術協力が、DHMS の気象予報

サービスの向上に役立つと期待される。プロジェクトにより、DHMS は WMO 加盟国に

GTS/MSS を通じて接続し、多くの気象情報へのアクセスが可能となる。また衛星画像や GPV

を利用した予報技術の改善が計画されている。現在 DHMS では 24 時間以内の天気予報が公

表されているのみであるが、今後の気象予報能力の向上により、五カ年計画で DHMS が目

標としている、72 時間予報の実現に貢献することが期待される。 

  (3) 開発計画へのリスクアセスメントの導入 

洪水に関するハザードマップが、ブータンの防災、土地利用、道路建設などの開発計画

に取り入れられことによって、今後さらに大きなインパクトを生じる可能性がある。DoES

の FEMD は既にプロジェクトと協力して洪水災害のリスクアセスメントを行っており、構

造物による防災に役立てる予定である。また DHS は都市計画及び地域開発計画を担当して

おり、ハザードマップをそれらに利用することが可能である。さらに、今後は道路局なども

洪水リスクアセスメントを道路建設やメンテナンスの計画・技術標準の設定に役立てること

も期待できる。 

  (4) パイロット流域以外への拡大 

DoES の FEMD は既にパイロット流域以外のシェムガン（Zhemgang）などの地域で、プ

ロジェクトの技術を用いた洪水ハザードマップの作成作業を実施しており、プロジェクトの

技術の他の流域への拡大がみられる。FEMD はブータン全国の洪水リスク分析を職務とし

ており、その作業を開始している。このため、FEMD の業務を通じてプロジェクトの流出/

氾濫解析やハザードマッピングの技術は、パイロット流域以外への拡大していく見通しであ

る。この他、プロジェクトはプロジェクト終了後の技術の展開促進のために、洪水ハザード

マッピング作成のためのセミナーを今後ティンプーでも実施する予定である。 

 ５－１－５ 持続性：やや高い 

  (1) 政策的側面 

プロジェクトがパイロット流域に設置する EWS は、現行の防災法のもとで NDMA が管

理する防災体制の一部に組み入れられる。防災法では EWS を、被災する可能性のある住民

と政府関係部局に対し、災害を認識し伝達するためモニタリングや報告を行う重要なツール

とみなしており、NDMA の防災管理体制に組み込まれる予定である。このため政策的な持
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続性は確保されていると言える。 

  (2) 制度的側面 

プロジェクトの運営する防災主流化ワーキンググループ（MDRR W/G）及びハザードマ

ッピング・ワーキンググループ（FHM W/G）は、NDMA が管理する防災制度の中の省庁間

タスクフォースとして、プロジェクト終了後も継続する可能性がある。NDMA ではプロジ

ェクトの MDRR W/G 及び FHM W/G を洪水分野の省庁間タスクフォースとして利用するこ

とを検討しており、制度的な持続性の可能性がある。省庁間タスクフォースは、防災法によ

り設置が決められており、現在 NDMA でそのデザインについて検討が行われている。防災

タスクフォースの役割は、ハザードマップ、防災活動などを検討し、防災計画や緊急対応計

画について関係機関にアドバイスを与えることを含む。ブータンの防災制度は現在、整備途

上にあり、防災法によって計画された制度の全体像の概要は下記のとおりである。  

 
出所：防災局資料（2013）をもとに作成、上記のうち 2015 年 2 月までに設立されたのは、防災管理局、防災局、 

   県防災委員会である。なおゾンカ語での名称は、市（Thromde）、郡（Dungkhag）、村（Gewog）。 

図 ５-２ ブータン防災制度整備計画の概要 

  (3) 組織的側面 

GLOF 及び洪水の予報の促進や EWS の設置は、DHMS の五カ年計画（2013-18）の中の開

発プログラム「水資源アセスメントのための水文観測ネットワークの向上及び洪水・GLOF

早期警報システムの改善」に含まれる。この DHMS のプログラムはプロジェクトが生み出

す成果と一致しており、プロジェクトは DHMS の組織としての長期的目標に沿っているた

め持続性が見込まれる。同プロラムを実施するための戦略として NWFFWC の改善とその人

材育成があり、またプログラムの成果のひとつは EWS の設置である。 

  (4) 財政的側面 

DHMS はプロジェクトの機材の維持管理の責任を負うが、その予算は政府の財政事情に

影響され得るため、必ずしも常に十分な額の確保は容易とは言えない。他方で、DHMS は

ブムタンに地域事務所を設立し、早期警報システムを含めた東部地域の観測施設と機材のよ

り有効な管理を行うことを計画しており、遠隔地の機材の維持管理体制の改善に努める姿勢

防災管理局（NDMA） 

関連省庁 

防災局（DDA） 

国家緊急対応センター 
省庁間タスクフォー

ス 

県防災委員会 

県緊急対応センタ
ー 

市防災委員会 郡防災委員会 村防災委員会 
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を示している。 

  (5) 技術的側面 

技術面では、これまで流出・氾濫解析及びハザードマップ整備において、OJT や実際的な

研修が成果を上げており、定着性も高かったとみられる。なお技術協力の多くは今後残りの

プロジェクト期間中、機材の設置終了後に実施される予定であり、現段階では未だ持続性を

判断するのは時期尚早とみられる。 

５－２ 貢献・阻害要因 

  (1) 効果発現に貢献した要因の分析 

① 計画内容に関すること 

1) 防災主流化ワーキンググループ（MDRR W/G）及びハザードマップ・ワーキング

グループ（FHM W/G）による活動は、実務者レベルの参加者間の交流を生み、

プロジェクト実施機関間の情報交換を進め、組織間の協力関係を促進してきた。

このためハザードマップ作成のための各機関の役割をより明確にし、さらに土地

利用計画の改善に向けた調整に役立っている。また FHM W/G ではハザードマッ

プ作成のための、測量技術及び流出/氾濫解析の技術移転が進んでいる。 

 

2) 気象分野への協力は、洪水予警報のための観測・分析能力の向上に役立つプロジ

ェクトの重要なコンポーネントであり、DHMS は WMO 加盟国のネットワーク

への接続による気象情報の入手や WMO 基準の導入による気象水文データの統

合的な管理の重要性を強く認識しそのための活動を推進している。 

 

② 実施プロセスに関すること 

1) プロジェクトと MHPA との協力関係は、プロジェクトの有効な実施に貢献して

いる。MHPA には早期警報システムの警報装置 2 カ所が設置される一方、ダムサ

イト内には早期警報システムのコントロールセンターが建設される予定である。

また MHPA は NWFFWC の建物建設費用の一部を負担するなどの協力も行い、プ

ロジェクトの実施を支援している。 

 

2) DDM はプロジェクトの MDRR W/G 及び FHM W/G に積極的に参加し、プロジェ

クトの実施に貢献している。防災法による NDMA の制度のもとで DDM は災害

リスクアセスメントに基づく土地利用と、関係機関によるハザードマップ作成を

推進する重要な役割を担っている。またプロジェクトでは、成果３によるパイロ

ット流域における緊急対応能力強化も担当している。 

  (2) 効果発現を阻害した要因の分析 

① 計画内容に関すること 

特になし。 

 

② 実施プロセスに関すること 

1) どの政府機関がハザードマップの作成を担当するか、制度が未だ明確でない。プ
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ロジェクトのパイロット流域ではブムタンのマスタープランのために DHS が作

成した洪水/地すべりに関するハザードマップに加え、DGM による GLOF ハザー

ドマップが存在し、調整が課題となっている。 

 

2) 防災行政のための一部の組織の整備が遅れているか、または不十分である。DDM

はプロジェクトに積極的に参加し、防災の主流化やハザードマップ作成を促進す

る役割が期待されているが、職員数は少なくその組織としての機能は未だ十分で

ない、また県レベルでも防災を担当する職員は不足しており、防災担当専任の職

員が不在である。 

５－３ 結論 

プロジェクトは、有益な成果とインパクトを生みながら、プロジェクト目標達成に向かって順

調に実施されている。例えば、洪水災害関連ステークホルダー間の調整能力は、防災主流化ワー

キンググループ（MDRR W/G）及びハザードマップ・ワーキンググループ（FHM W/G）の二つの

ワーキンググループの活動によって大きく改善した。また関連機関のハザードマップ整備のため

の技術的な能力が向上している。FEMD は既にプロジェクトの技術を用いて、パイロット以外の

流域でのハザードマップ作成業務を開始している。今後はパイロット流域の開発計画に、プロジ

ェクトの作成するハザードマップが取入れられることによって、さらに大きなインパクトが期待

される。 

プロジェクトは GLOF 及び洪水に関する予警報を SOP に従って発令するシステムを、プロジェ

クト期間中に設置することが予想され、高い有効性が期待される。また主たる実施機関である

DHMS のみでなく、共同実施機関である DDM、DGM、DoES、NLCS、DHS のプロジェクト活動

への活発な参加により、高い効率性がみられる。妥当性はプロジェクトがブータンの政策とニー

ズに合致していることから高い。持続性については政策・制度・組織の面で良好な環境にあるも

のの、維持管理のための財政的な側面に留意する必要もあるとみられる。 
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第６章 提言 

６－１ 提言 

(1) プロジェクトによる災害に関するリスク情報をより有効に利用するために、プロジェク

トのワーキンググループは道路セクターなど、より広い分野のステークホルダーをグル

ープのメンバーに加えるべきである。道路セクターのステークホルダーは災害リスクを

道路建設や維持管理に反映させ、災害に強い輸送網のための技術基準設定や計画策定に

役立てることができる。 

(2) 本プロジェクトによりリスク情報が高度化し、体制が強化され、技術者の能力も向上す

る。こうした進歩に見合った気象水文サービスの新たな展開を検討すべきである。例え

ば、放送セクターなどとも連携して、情報加工や番組制作技術をより高度化する中で、

気象水文情報の国民へのより効果的な伝え方を開発する。あるいは Web や携帯等様々な

メディアを活用した災害リスク情報の共有と活用を検討するなどの必要がある。  

(3) 水文気象観測データの品質管理はステークホルダーへの信頼性の高い水文気象サービス

を提供するために重要である。特に 2015 年に設置される予定のリアルタイム AWLS お

よび AWS は定量的な気象・洪水予警報にとって重要である。このため DHMS はこれら

の維持管理のための予算を確保するだけでなく、データの品質管理を改善する必要があ

る。 

(4) DHMS は、リアルタイム AWLS 及び AWS とプロジェクトによって改善する気象予報能

力を利用することによって、リアルタイムの洪水予報能力を開発することが望ましい。
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 付
属

資
料
２

.
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト

・
デ

ザ
イ
ン

・
マ

ト
リ
ッ

ク
ス

（
PD

M
）

 
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
名

：
ブ

ー
タ

ン
国
氷
河

湖
決
壊

洪
水
（

G
LO

F）
を

含
む

洪
水

予
警

報
能

力
向

上
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

期
間

：（
3
年
間

）
 

対
象

地
域

：
ブ

ー
タ

ン
国

M
an

gd
e
川

及
び

C
ha

m
kh

ar
川

流
域

 

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
：

D
H

M
S
、

D
D

M
、

D
G

M
、

D
oE

S
、

N
LC

S
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

サ
イ

ト
の

地
方

政
府

及
び

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
要

約
 

指
 
標

 
入

手
手
段

 
外

部
条
件

 

[上
位

目
標

] 

ブ
ー

タ
ン

国
に

お
け

る
気

候
変

動
対

応
策

と
し

て
、

G
LO

F
や

洪
水

等
の

自
然

災
害

に
対

応
す

る
強

靭

な
社

会
が

確
立

す
る

。
 

a.
 中

央
・
地

方
政

府
機

関
（

パ
イ

ロ
ッ

ト
流
域

以
外

も
含

む
）
及

び
ダ

ム
管

理
者

を
含

む
関

係
セ

ク
タ

ー
に

対
し

、
G

LO
F
及

び
洪

水
に

関
す

る
予

警
報

が
気

象
・
水

文
デ

ー
タ

の
蓄

積
に

よ
り

、
よ

り
精

度
の

高
い

状
態

で

N
W

FF
W

C
か

ら
発

信
・

伝
達

さ
れ

る
。

 

b.
 パ

イ
ロ

ッ
ト

流
域

以
外

で
、
早

期
警

報
シ
ス

テ
ム

が
導

入
さ

れ
、
そ

れ
を

用
い

て
、
最
低

一
つ

の
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
で

避
難

訓
練

が
実

施
さ

れ
る

。
 

a.
 第

12
次

5
カ

年
計
画

 

b.
 D

H
M

S
/D

D
M

報
告
書

 

 

[プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

] 

D
H

M
S
及

び
関

係
ス

テ
ー
ク

ホ
ル
ダ
ー

の
G

LO
F
及

び
洪

水
に
対

す
る

緊
急

対
応

能
力

が
向

上
す

る
。

a.
 G

LO
F
及

び
洪

水
に

関
す

る
予

警
報

が
、

作

業
手

順
書
（

S
O

P
）
に

従
っ

て
発

令
さ

れ
る
。

b.
 パ

イ
ロ

ッ
ト

活
動

流
域

に
お

い
て

、
開

発
さ

れ
た

早
期

警
報

シ
ス

テ
ム

を
活

用
し

た
早

期
警

報
及

び
避

難
訓

練
が

定
期

的
に

実
施

さ
れ

る
（

最
低

年
１

回
）

 

a.
 第

11
次

5
カ

年
計
画
中

間
評
価

 

b.
 プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
文

書
 

- 
D

H
M

S
及

び
D

D
M

の
早

期
警
報
シ

ス
テ
ム
の

維

持
管
理
に

必
要
な
予

算

が
適
切
に

確
保
さ
れ

る
。

 

- 
ブ

ー
タ
ン

国
の
防
災

分

野
の
政
策

に
、
大
き

な
変

化
が
な
い

。
 

[成
 
果

] 

1：
関

連
機

関
の

G
LO

F及
び

洪
水

リ
ス

ク
ア

セ
ス

メ
ン
ト

、
都

市
開

発
計
画

、
防

災
、

洪
水
・

気
象

予

報
、

及
び

関
連

機
関

と
の
緊

急
情
報
共

有
に
関

す
る
能
力

が
向

上
す

る
。

 

a.
 開

発
計

画
の

中
に

災
害

リ
ス

ク
ア

セ
ス

メ
ン

ト
を

取
り

込
む

組
織

制
度

の
強

化
計

画
が
策

定
さ

れ
る

。
 

b.
 N

W
FF

W
C
用

資
機

材
が

予
定

ど
お

り
設
置

さ
れ

計
画

ど
お

り
利

用
さ

れ
る

。
 

c.
 G

LO
F
及

び
洪

水
危

険
区

域
図

が
作

成
さ

れ

る
。

 

d.
 改

善
さ

れ
た

予
報

シ
ス

テ
ム

を
活

用
し

て
、

日
々

の
洪

水
及

び
気

象
予

報
が

配
信

さ
れ

る
。

 

e.
 緊

急
情

報
共

有
の

た
め

の
S

O
P 

が
作

成
さ

れ
る
。

 

a.
 組

織
制
度
強

化
計

画
 

b.
 プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
文

書
 

c.
 区

域
図

 

d.
 D

H
M

S
気

象
予
警

報
報
告

書
 

e.
 中

央
レ
ベ
ル

の
S

O
P

 

- 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
研

修

に
参
加
し

た
D

H
M

S
、

D
D

M
、

D
oE

S
、

D
G

M
職

員
が
、
継

続
し
て
業

務
を

続
け
る
。
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 2：
マ

ン
デ

川
及

び
チ

ャ
ム

カ
ー

ル
川
の

各
パ

イ
ロ

ッ
ト
流

域
に

お
い

て
、

G
LO

F及
び

洪
水

を
対

象
と

し
た

早
期

警
報

シ
ス

テ
ム
（

E
W

S）
が

開
発
・

運
用
さ
れ

る
。

 
a.

 E
W

S
用

資
機

材
が

予
定

通
り

設
置

さ
れ

計

画
ど

お
り

活
用

さ
れ

る
。

 

b.
 E

W
S

 の
維

持
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

が
作

成
さ

れ
る
。

 

c.
 E

W
S

 の
維

持
管

理
に

関
す

る
研

修
が
マ
ニ

ュ
ア

ル
を

用
い

て
実

施
さ

れ
る

。
（

D
H

M
S

担
当

職
員

全
て

が
研

修
に

参
加

す
る

。）
 

a.
 プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
文

書
 

b.
 マ

ニ
ュ
ア
ル

 

c.
 研

修
報

告
書

 

3:
 パ

イ
ロ

ッ
ト

流
域

に
お

け
る

G
LO

F及
び

洪
水

災
害

に
対

し
て

、
中

央
及

び
地

方
レ

ベ
ル

で
の

緊
急

対
応

能
力

が
強

化
さ

れ
る
。

 
a.

 対
象

地
区

の
ス

テ
ー

ク
ホ

ル
ダ

ー
参

加
の

も
と

、
警

報
及

び
避

難
に

関
す

る
洪

水
緊
急

対
応

の
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

が
開

催
さ

れ
る
。

b.
 開

発
さ

れ
た

EW
S

 を
用

い
た

避
難

訓
練

が
パ

イ
ロ

ッ
ト

流
域

で
計

画
・

実
施

さ
れ

る
。

 

c.
 パ

イ
ロ

ッ
ト

流
域

に
お

け
る

G
LO

F
及

び

洪
水

に
か

か
る

SO
P 

が
作

成
さ

れ
る

。
 

 

a.
 ワ

ー
ク
シ
ョ

ッ
プ

報
告
書

 

b.
 避

難
訓
練
評

価
報

告
書

 

c.
 地

方
レ

ベ
ル

の
S

O
P

 

活
 
動

 
投

 
入

 
  - 

遅
滞
な
く

、
プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
予

算
が

配
分

さ

れ
る
。

 

- 
遅

滞
な
く

、
必
要
機

材
が

設
置
さ
れ

る
。

 

<成
果

1>
 

1-
1.

 
維

持
運

用
可

能
な
統

合
シ
ス

テ
ム
構
築

を
目
的

と
し
て
、

N
W

FF
W

C
の

既
存

の
気

象
水

文
デ

ー

タ
収

集
、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ
、

警
報
等
に

つ
い
て

現
状
分
析

を
行

う
。

 

1-
2.

 
統

合
シ

ス
テ

ム
構
築

に
必
要

な
資
機
材

を
導
入

し
、

N
W

FF
W

C
職

員
に

対
し

、
シ

ス
テ
ム

の
運

用
維

持
管

理
の

た
め

の
研
修

を
実
施
す

る
。

 

1-
3.

 
先

行
案

件
成

果
を
含

む
氷
河

湖
に
関
す

る
調
査

結
果
を
勘

案
の

う
え

、
D

G
M

及
び

D
oE

S
の

協

力
の

も
と

、
想

定
さ
れ

る
G

LO
F、

及
び
気

候
変
動

を
踏
ま

え
た

洪
水

規
模

に
つ

い
て

分
析

す
る

。

1-
4.

 
G

LO
F/
洪

水
リ

ス
ク

ア
セ

ス
メ

ン
ト

を
実

施
す

る
セ

ク
タ

ー
と

開
発

担
当

セ
ク

タ
ー

間
の

連
携

強
化

に
向

け
た
協
議

を
実
施

す
る
。

 

1-
5.

 
N

W
FF

W
C
、

D
G

M
、

D
oE

S
及

び
N

LC
S
職

員
へ
の
研
修

を
通

じ
て

、
活

動
3-

2
に

資
す

る
た

め
の

G
LO

F
及

び
洪

水
に
関

す
る
リ
ス

ク
地
域

マ
ッ
プ
を

作
成

・
改

善
す

る
。

 

1-
6.

 
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ
等

を
通
じ

て
、
関
係
機

関
に
お

け
る
災
害

に
対

す
る

土
地

利
用

の
意

識
を

醸
成

す
る
。

 

1-
7.

 
災

害
リ

ス
ク

ア
セ
ス

メ
ン
ト

の
観
点
を

開
発
計

画
に
盛
り

込
む

必
要

性
を

確
認

し
、
そ

の
た

め
の

組
織

制
度

を
検

討
し

、
提
案

す
る
。

 

1-
8.

 
収

集
さ

れ
た

気
象
及

び
水
文

デ
ー
タ
や

、
全
球

気
象
予
報

デ
ー

タ
 (

G
rid

 P
oi

nt
 V

al
ue

)を
活

用

し
な

が
ら

、
洪

水
及

び
気
象

予
報
の
シ

ス
テ
ム

を
改
善
す

る
。

 

1-
9.

 
関

係
機

関
と

の
協
議

や
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ

プ
等
を

通
じ
て
、

緊
急

時
の

情
報

共
有

に
関

す
る

SO
P

を
策

定
す

る
。

 

 【
日

本
側

】
 

 (1
) 
専

門
家

派
遣

 

専
門
家

(7
): 

- 
流

域
防

災
計

画
(チ

ー
フ

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

) 

- 
気

象
/ 
気

候
変

化
適

応
 

- 
水

文
/ 
氷

河
学

 

- 
洪

水
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

/ G
IS

 

- 
気

象
予

報
 

- 
情

報
通

信
/ 
早

期
警

報
シ

ス
テ

ム
計

画
 

- 
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
防

災
 

 

(2
) 
機

材
供
与

 

- 
詳

細
な

内
容

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
を

通
じ

て
確

定
さ

れ
る

。
 

 【
「
ブ

」
側
】

 

 (1
) 
カ

ウ
ン
タ
ー
パ

ー
ト

(C
/P

) 

- 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
・

デ
ィ
レ

ク
タ
ー

 

- 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
・

マ
ネ
ー

ジ
ャ
ー

 

- 
カ

ウ
ン
タ

ー
パ
ー

ト
 

 (2
) 
執

務
ス
ペ
ー
ス

及
び
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
設
備

- 
執

務
ス
ペ

ー
ス

/ 
設

備
 

- 
電

気
、
水

及
び
イ
ン

タ
ー
ネ

ッ
ト
接
続

 

 

(3
) 
必

要
デ
ー
タ

 

- 
地

理
情
報

デ
ー
タ

 

- 
水

文
気
象

デ
ー
タ

 

- 
社

会
経
済

デ
ー
タ
等
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 <成
果

2>
 

2-
1.

 
G

LO
F
及

び
洪

水
へ

の
行

政
対

応
と

い
う

観
点

か
ら

、
既
存

の
気

象
水

文
観

測
網

や
計

画
中

の
水

力
発

電
所

に
関

す
る

現
状
分

析
な
ら
び

に
課
題

抽
出
を
行

う
。

 

2-
2.

 
早

期
警

報
シ

ス
テ
ム

設
計
の

た
め
の
基

本
デ
ー

タ
と
し
て

、
G

LO
F
及

び
洪

水
の

想
定

流
量

、
高

水
位

、
到

達
時

間
、

及
び
そ

の
他
の
水

文
情
報

に
つ
い
て

解
析

す
る

。
 

2-
3.

 
感

知
シ

ス
テ

ム
、
通

信
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク

、
デ
ー

タ
管
理
等

か
ら

な
る

早
期

警
報

シ
ス

テ
ム

の
配

置

な
ら

び
に

仕
様

等
の

施
設
設

計
を
行
う

。
 

2-
4.

 
各

パ
イ

ロ
ッ

ト
流
域

な
ら
び
に

N
W

FF
W

C
に

対
し
、
必

要
と

な
る

ス
ペ

ア
部

品
や

維
持

管
理

の
た

め
の

資
材

を
含

む
機
材

及
び
施
設

を
導
入

す
る
。

 

2-
5.

 
早

期
警

報
シ

ス
テ

ム
の

運
用

維
持

管
理

に
関

す
る

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

作
成

し
、

中
央

及
び

地
方

の

D
H

M
S
職

員
に

対
し

、
試
験

・
運
用
・

維
持
管

理
の
た
め

の
研

修
を

実
施

す
る

。
 

 (3
) C

/P
本

邦
研
修

 

 (4
) 
日

本
側

が
分

担
す

る
ロ

ー
カ

ル
コ

ス
ト

 

- 
必

要
に

応
じ

て
 

 (4
) 
必

要
な
準
備

 

- 
E

W
S
の

た
め
の

用
地

確
保

 

 (5
) 
ブ

ー
タ
ン
側
が

分
担
す

る
ロ
ー
カ

ル
コ
ス

ト
 

[前
提
条
件

] 

 ブ
ー
タ
ン

国
の
政
治

情
勢
が

安
定
し
て

い
る
。

 

<成
果

3>
 

3-
1.

 
D

D
M
、

対
象

流
域

の
地

方
政

府
、

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

住
民

の
参

加
の

も
と

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

開

催
し

、
流

域
に
お
け

る
洪
水

避
難
予
警

報
に
か

か
る
課
題

を
整

理
・

分
析

す
る

。
 

3-
2.

 
活

動
1-

5,
2-

2
で

得
ら

れ
た
知

見
を
考
慮

し
て

、
地
方

政
府

と
の

協
議

の
う

え
、
対

象
流

域
に

お

け
る

洪
水

予
警
報
発

令
基
準

、
及
び
避

難
対
象

と
す
る
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

範
囲

を
特

定
す

る
。

 

3-
3.

 
開

発
さ

れ
た

早
期
警

報
シ
ス

テ
ム
の
操

作
訓
練

、
そ
れ
に

基
づ

い
た

洪
水

予
警

報
・
避

難
訓

練
計

画
・

実
施

す
る
。

 

3-
4.

 
活

動
3-

1~
3
に
対
す

る
評
価

を
通
じ
て

、
対
象

流
域
に
お

け
る

G
LO

F
及

び
洪

水
対

応
の

た
め

の
作

業
手

順
書

（
SO

P
）

を
作
成
す

る
。
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付属資料３.プロジェクトの活動計画 

 

 

JCC ▼ ▼ ▼

▼ ▼ ▼

セミナー等(中央） ▼ ▼ ▼ ▼ ▼

▼ ▼ ▼ ▼ ▼

セミナー等(地方） ▼ ▼ ▼ ▼

▼ ▼ ▼ ▼

カウンターパート研修 ▼ ▼

▼ ▼ ▼

報告書 ▼ IC/R ▼ PR/1 ▼ PR/2 F/R ▼

▼ IC/R ▼ PR/1 ▼ PR/2 F/R ▼

成果1:

[1-1]

[1-2]

a. 統合システム構築に必要な資機材（GTS/MSS、ワークステーション他）の仕様書作成

b. 統合システム構築に必要な資機材に関し、公示、入札、発注、納品、輸送（JICA直営）

c. 統合システム施設・資機材設置工事

d. 統合システムの運用試験及びシステムバグ修正

e. NWFFWC向け運用・維持管理マニュアルの作成

f. 同上研修の実施

[1-3]

[1-4]

[1-5]

[1-6]

[1-7]

[1-8]

[1-9]

成果2:

[2-1]

[2-2]

[2-3]

[2-4]

a. EWS構築のための必要な資機材の仕様書作成

b. EWS構築のための資機材公示、入札、発注、納品、輸送（JICA直営）

c. EWS施設（AWS・AWLSの観測施設）の資機材設置工事

d. EWS施設（コントロール・ステーション、サイレン塔）の資機材設置工事

e. EWSの運用試験及びシステムバグ修正

[2-5]

成果3:

[3-1]

[3-2]

[3-3]

[3-4]

凡例： 現地業務期間（IC/R(2013年9月）時点） 現地業務期間（2014年9月1日時点）

第1年次

2

2014年度 2015年度 2016年度

第２年次

9 10 11 12 1 23 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 12 1 23 4 5 6 7 8

GLOF・洪水リスクアセスメントを実施するセクターと開発担当セクター間の連携強化に向けた協議を実

9

既存資料・情報の収集・整理及び検討

プロジェクトの基本方針・内容・方針の検討

インセプション・レポート及び技術移転計画の作成

インセプション・レポートの提出・説明・協議、ワークショップの開催

3 4 5 6 7 89 10 11

ベースライン調査の実施

関連機関のGLOF及び洪水リスクアセスメント、都市開発計画、洪水・気象予報、及び関連機関との緊
急情報共有に関する能力が向上する

NWFFWCの既存の気象水文データ収集・モニタリング・警報等について現状分析

統合システム構築に必要な資機材を導入と運用開始

想定されるGLOF及び気候変動を踏まえた洪水規模に関する情報収集と流出氾濫解析の実施

パイロット流域におけるGLOF及び洪水災害に対して、中央及び地方レベルでの緊急対応能力が強化
される

関係職員への研修を通じた、GLOF及び洪水に関するハザードマップを作成・改善

ワークショップ等を通じて、関係機関における災害に対する土地利用の意識を醸成する。

災害リスクアセスメントの観点を開発計画に盛り込むための組織制度の検討と提案

収集された気象水文データによる全球気象予報データ(GPV)を活用した洪水気象予報のシステムの改

関係機関との協議・ワークショップ等を通じた緊急時の情報共有に関するSOPの策定

マンデ川及びチャムカール川の各パイロット流域において、GLOF及び洪水を対象とした早期警報シス
テムが開発・運用される

既存の気象水文観測網や計画中の水力発電所に関する現状分析ならびに課題の抽出

流域EWS設計のための基本データの収集と解析

流域EWSの配置・仕様等の施設設計

各流域・NWFFWCに対し、必要となるスペア部品や維持管理のための資材等及び施設の導入

EWSの運用維持管理に関するマニュアルを作成し、中央及び地方のDHMS職員に対し、試験・運用・
維持管理のための研修を実施する。

対象流域における洪水避難予警報にかかる課題整理・分析のためのワークショップの開催

対象流域における洪水予警報発令基準、及び避難対象とするコミュニティの範囲の特定

開発されたEWSの操作訓練と洪水予警報・避難訓練の実施

対象流域におけるGLOF及び洪水対応のためのSOPの作成
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付属資料４.専門家派遣実績 

 
氏名/担当 派遣回数 派遣時期 日数 

加藤 泰彦 
総括／流域防災計画 

1 2013 年 10 月 8 日‐12 月 26 日 80 日 
2 2014 年 1 月 26 日‐3 月 12 日 46 日 
3 2014 年 5 月 5 日‐6 月 28 日 55 日 
4 2014 年 8 月 30 日‐10 月 30 日 62 日 
5 2015 年 1 月 21 日‐2015 年 3 月 4 日（予定） 43 日 

小池 徹 
副総括／洪水予警報 

1 2013 年 10 月 8 日‐11 月 6 日 30 日 
2 2014 年 1 月 26 日‐2 月 14 日 20 日 
3 2014 年 6 月 1 日‐6 月 19 日 19 日 
4 2014 年 9 月 3 日‐10 月 17 日 45 日 

水津 重雄 
気象水文 

1 2013 年 10 月 8 日‐12 月 21 日 75 日 
2 2014 年 1 月 26 日‐3 月 16 日 50 日 
3 2014 年 5 月 14 日‐6 月 19 日 37 日 

和田 知之 
洪水ハザードマップ／
GIS 

1 2014 年 1 月 26 日‐4 月 10 日 75 日 
2 2014 年 4 月 23 日‐6 月 30 日 69 日 
3 2014 年 8 月 11 日‐10 月 9 日 60 日 
4 2014 年 12 月 9 日‐2015 年 2 月 28 日（予定） 82 日 

福井 徹郎 
情報通信／早期警報シ
ステム計画 

1 2013 年 10 月 8 日‐12 月 21 日 75 日 
2 2014 年 1 月 26 日‐3 月 15 日 49 日 
3 2014 年 9 月 23 日‐10 月 24 日 32 日 

ロリータ ガルシア 
コミュニティ防災１ 

1 2014 年 9 月 20 日‐10 月 18 日 29 日 

笹岡 かおる 
コミュニティ防災２ 
／研修管理 

1 2013 年 10 月 8 日‐11 月 6 日 30 日 
2 2014 年 9 月 19 日‐10 月 18 日 30 日 
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付属資料５.プロジェクト・カウンターパート 
 

５－１．経済省水文気象局（DHMS） 

 

  氏名    所属    職位           

Mr. Karma Tsering  DHMS   Director, Project Director 

Mr. Karma Dupchu  Hydrology Division  Division Chief, DHMS, Project Manager 

Mr. Pema Wangdi  Hydrology Division  Engineer, Deputy Project Manager 

Mr. Phuntsho Namgyal PCRD   Division Chief 

Mr. Tayba Buddha Tamang Meteorology Division  Offig. Chief of Division 

Mr. Tsering Tashi  Snow & Glacier Division Offtg. Chief of Division 

Mr. Sangay Tenzin  Hydrology Division, FWS  Engineer 

Mr. Sangay Tashi  PCRD   ICT Officer 

Mr. Ngawang Namgyal ICT   Hydro-met Technician 

Ms. Kuenzang   Hydrology Division, FWS  Engineer 

Mr. Kush Rai  Hydrology Division, FWS  Engineer 

Mr. Chhmi Wangda  Meteorology Division Asst, Meteorologist Officer 

Mr. Ajay Pradham  Hydrology Division 

Mr. Manila  Hydrology Division  Sr. Hydro-met Technician 

Mr. Bikash Pradhan  Hydrology Division  Engineer/Hydro-met officer 

Mr. PP Sharma  Hydrology Division  Executive Engineer 

Mr. Tshewang Rinzin PCRD    Engineer 

Ms. Dema Yangzom PCRD    Engineer 

 

 

５－２．共同実施機関 

 

  氏名    所属    職位           

Mr. Nima Tshering  Topographic Division, NLC Head/Chief 

Mr. Tsering Penjore  DGM, MoEA  Executive Geologist 

Ms. Thinley Choden FEMD, DoES, MoWHS Executive Engineer 

Mr. Tashi Phuntsho  FEMD, DoES, MoWHS  Dy. Ex. Engineer 

Ms. Kuenzang Choden FEMD, DoES, MoWHS  Engineer 

Mr. Jigme Chogyal  DDM, MHCA   Program Officer 

Ms. Tashi Wangmo  DHS, MoWHS   Chief of Survey and GIS 
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５－３．パイロット流域の県庁 

 

  氏名    所属    職位           

Mr. Jamyang Chojuy Trongsa District   Disaster Focal Person 

Mr. Tshewang Dorji Bumthang District   Disaster Focal Person 

 

 

５－４．防災主流化ワーキンググループ（MDRR W/G） 

 

  氏名    所属    職位           

Mr. Karma Dupchu  HD, DHMS  Chief Hydrology Officer 

Mr. Phuntsho Namgyal PCRD, DHNS  Chief of PCRD 

Mr. Tsering Tashi  SGD, DHMS  Engineer 

Mr. Bikash Pradhan  HD, DHMS  Engineer/Hydro-met officer 

Ms. Dema Yangzom PCRD, DHMS  Engineer 

Mr. Jigme Chogyel  DDM, MHCA  Program Officer 

Mr. Tshering Penjore DGM   Ex. Geologist 

Ms. Thinley Choden FEMD, DoES, MoWHS Ex. Engineer 

Mr. Tashi Phuntsho  FEMD, DoES, MoWHS Dy. Ex. Engineer 

Mr. Tshering Penjor NLCS   Chief Survey Engineer 

Mr. Tenzin Norbu   NLCS   Survey Engineer 

Mr. Sonam Dendup  NLCS   DCSE 

Ms. Tashi Wangmo  DHS, MoWHS  Chief Urban Planner 

Mr. Yasuhiko Kato  JICA Expert  Chief Advisor/ 

Basin Disaster Management Planning 

 

 

５－５．ハザードマップ・ワーキンググループ（FHM W/G） 

 

  氏名    所属    職位                

Mr. Karma Dupchu  HD, DHMS  Chief Hydrology Officer 

Mr. Bikash Pradhan  HD, DHMS  Engineer/Hydro-met officer 

Mr. Jigme Wangdi  HD, DHMS  Technician 

Mr. Somik Mukherjee FWS, HD, DHMS  HEAD/TMO 

Mr. Sangay Tenzin  FWS, HD, DHMS  AE-I 

Mr. Kuenzang  FWS, HD, DHMS  AE-II 
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Mr. Kush Rai  FWS, HD, DHMS  Engineer 

Mr. Chhimi Dorji  SGD, DHMS  Ex. Engineer 

Mr. Tshering Wangchuk SGD, DHMS  Engineer 

Mr. Tayba Buddha Tamang MD, DHMS  Dy. Ex. Engineer 

Mr. Sonam Rabten  MD, DHMS  Engineer 

Mr. Phuntsho Namgyel PCRD, DHMS  Chief 

Mr. Tshewang Rinzin PCRD, DHMS  Engineer 

Mr. Jigme Chogyel  DDM, MHCA  Program Officer 

Mr. Tshering Penjore DGM   Ex. Geologist 

Mr. Lalit Kr. Chhetri DGM   MPO 

Ms. Thinley Choden FEMD, DoES, MoWHS Ex. Engineer 

Mr. Tashi Phuntsho  FEMD, DoES, MoWHS Dy. Ex. Engineer 

Mr. Kinley Dorji  FEMD, DoES, MoWHS Dy. Ex. Engineer 

Mr. Jigme Phuntsho FEMD, DoES, MoWHS Dy. Ex. Engineer 

Ms. Kuenzang Choden FEMD, DoES, MoWHS Engineer 

Mr. Megnath Neopaney FEMD, DoES, MoWHS Engineer 

Mr. Pema Cheda  FEMD, DoES, MoWHS Engineer 

Mr. Sonam Dendup  NLCS   Engineer 

Ms. Tashi Wangmo  DHS, MoWHS  Chief Urban Planner 

Mr. Tomoyuki Wada JICA Expert  Flood Hazard Map/ GIS 

 
注：防災主流化及びハザードマップのワーキンググループのブータン側メンバーは、プロ

ジェクトのカウンターパートのメンバーに含まれる。 
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付属資料６.研修員受入れ実績 

 

 

研修のタイプ 研修コース名 
期間 研修員 

日数 期日 人数 所属 
プロジェクト

による研修 
気象衛星画像利用技

術（SATAID） 
12 2014年 10月 29日 –

 2014 年 11 月 8 日

3 DHMS 

JICA 集団研修 

統合洪水解析システ

ム（IFAS）を活用し

た洪水対応能力向上

28 2014 年 7 月 6 日‐

8 月 2 日 
3 DHMS (2) 

DoES (1) 

気象業務能力向上 90 2014 年 9 月 10 日‐

12 月 8 日 
1 DHMS 

総合防災行政 48 2015 年 1 月 7 日‐

2 月 23 日 
1 DDM 

災害に強いまちづく

り戦略 
55 2015 年 1 月 12 日‐

3 月 7 日 
2 DDM 

DHS 
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付属資料７.ベースライン調査結果 

 

７－１．機関別調査結果 

項目         

機関 

経済省水文気

象局 (DHMS) 

内務文化省防

災局 (DDM) 

経済省地質鉱

山局 (DGM) 

公共事業定住

省土木局 

(DoES) 

国家土地委員

会 (NLCS) 

公共事業定住

省定住局 

(DHS) 

設立年 2011 2008 1981 2012 2007 2011

部署名 

(  )内は職員

数 

計画調整研究

部 (8) 

水文部 (17) 

気象部 (16) 

雪氷部 (5) 

準備軽減部 

(6) 

対応早期警報

部 (7) 

軽減復興部 

(3) 

地質部 (30) 

*氷河部 (6) 

鉱山部 (80) 

地震部 (4) 

(*:GLOF リスク

アセス関連) 

技術サービス

部 (15) 

技術適用及び

リスク削減部 

(6) 

*洪水技術管

理部 (FEMD) 

(7) 

水衛生部 (8) 

地域インフラ部 

(5) 

(*:洪水リスクア

セス関連) 

*地積情報部 

(44) 

都市土地部 

(6) 

地域土地部 

(52) 

地形測量部 

(28) 

地図作成部 

(26) 

(*:氾濫原資産

情報関連) 

都市計画・開

発部(UPDD) 

(11) 

*地域・地方計

画部 (RRPD) 

(9) 

準拠性・開発

審査部 (7) 

測量・GIS 部 

(17) 

(*: 地域開発

関連(含む

Bumthang) 

総職員数（含

地方支部） 

148 25 148 41 225 51

将来組織改

編計画 

なし なし なし FEMD 内に 2

課設置予定 

あり (3 局に分

割) 

なし 

年間予算 

(2013 - 2014) 

(百万 Nu.) 

92.462 20.560 70.000

(リスクアセスメ

ントに 30%)

719.301

(*FEMD 

55.000)

331.050 73.300

(*RRPD 

24.500)

役
割
と
職
責 

防災の

主流化 

なし 防災法 2013 に

基づき、関係

機関が防災の

視点を開発計

画、政策、プロ

グラム、プロジ

ェクトに組み込

むよう計らう。 

なし なし なし ・DHS はリスク

アセスメントに

かかわるあらゆ

る情報・図面を

（Bumthang マ

スタープラン

2013 のような）

開発計画に活

用している。 

※しかし、情報

は職員が個人

的にたまたま

知り得たもので

ある。 

・DHS はリスク

情報を住民に

広めるよう努め

ている。 

ハザー

ドマップ

作成 

なし 防災法 2013 に

基づき、関係

機関がハザー

ド分布・脆弱性

マップを作成

する事を促進

する。 

DGM は 2007

～2008 年に

Punakha-Wang

di 及び

Chamkhar流域

の GLOF ハザ

ード分布図を

作成した。 （た

だし、水文/水

FEMD は全 20

県の洪水リスク

分析の実施を

マンデートとし

ている。（しか

し、どの機関が

ハザードマップ

を作成するの

かが明らかで

なし 測量・GIS 部は

地質工学的報

告書（マルチ

ハザードマッ

プ）を作成して

いる。 
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項目         

機関 

経済省水文気

象局 (DHMS) 

内務文化省防

災局 (DDM) 

経済省地質鉱

山局 (DGM) 

公共事業定住

省土木局 

(DoES) 

国家土地委員

会 (NLCS) 

公共事業定住

省定住局 

(DHS) 

理解析に基づ

くものではな

い。） 

はない。） 

情報共

有 

・GLOF: SOP

に基づき DDM

及び県などへ 

・洪水: DDM

及び県 

・水文気象情

報: 関連機関

（要請に基づ

き）、メディア

（毎日）、水力

発電プロジェク

ト及びインド

CWC（雨期に

毎時） 

・DDM はデー

タベースとして

の防災情報シ

ステム（DMIS）

を開発し、全て

の県の防災担

当者に研修を

施した。 

・DDM は緊急

オペレーション

センターを稼

働させるため

の緊急通信ネ

ットワーク構想

を作成した。 

DGM ライブラリ

所蔵の報告書

及び地図には

一般市民もア

クセスできる。 

なし 求めに応じた

地図を情報の

共有 

DHS は地質工

学的報告書を

他機関と共有

している。 

関
係
機
関
と
の
連
携
と
役
割
分
担
（
特
に
洪
水
リ
ス
ク
） 

DHMS   洪水時の気象

予警報情報の

受領 

Punakha-Wang

di 流域への

GLOF EWS の

設置 

水文気象情報

の受領 

観測施設のた

めの用地配分 

水文気象情報

の受領 

DDM 洪水時の気象

予警報情報の

提供 

  洪水（GLOF）

ハザードマップ

作成にかかる

技術的専門知

識の提供と共

同意識啓発キ

ャンペーン 

全ての構造物

対策の計画・

設計は FEMD

が実施し、災

害時の全ての

活動は DDM

が実施する。 

なし 住民居住にか

かる地質工学

報告書の共有

DGM Punakha-Wang

di 流域におけ

る GLOF EWS

の設置 

Punakha-Wang

di 流域におけ

る、DGMによる

GLOF ハザー

ドマップ作成、

DHMS による

EWS 設置、

DDM による共

同意識啓発キ

ャンペーン及

び情報伝達系

統 

  DGM 書庫の地

質・地質工学

情報の受領 

地質科学的調

査のためのベ

ースマップ及

び航空写真の

提供 

なし 

DoES 水文気象情報

の提供 

（UNDP の構想

段階）Dagana

及び Zhemgang

県における

FEMD による

洪水リスクアセ

スメント及び意

識啓発活動 

DGM 書庫の地

質・地質工学

情報の提供 

  なし 住民居住のた

めの洪水リスク

分析調査の受

領 

NLCS 観測施設のた

めの用地配分 

DDMはCGISC 

(Center for GIS 

coordination)メ

地質科学的調

査のためのベ

ースマップ及

GIS ベース調

査のための数

値標高モデル

  ・計画策定後、

土地の境界策

定は両者が共
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項目         

機関 

経済省水文気

象局 (DHMS) 

内務文化省防

災局 (DDM) 

経済省地質鉱

山局 (DGM) 

公共事業定住

省土木局 

(DoES) 

国家土地委員

会 (NLCS) 

公共事業定住

省定住局 

(DHS) 

ンバーである。 び航空写真の

受領 

（DEM）の受領 同して行う。 

・DDM は

CGISC 

(Center for GIS 

coordination)メ

ンバーである。

DHS 水文気象情報

の提供 

住民居住にか

かる地質工学

報告書の共有

なし 都市部の洪水

リスク分析調査

結果の提供 

DHS による計

画策定後、土

地の境界策定

は両者が共同

して行う。 

 

地方(県)行政

との連携と役

割分担 

・要請に基づく

水文気象情報

の提供（県によ

っては GLOF

も） 

・水文気象観

測所の用地確

保 

県の防災担当

者への研修の

実施 

リスクアセスメ

ント調査中の

多少の連携 

FEMD が県の

全ての洪水防

御施設の計

画・設計を行

う。 それらの

施工は県が管

理する。 

土地法 2007 に

基づく調整 

DHS が県の

様々な協力を

得つつ全ての

地域計画を策

定する。DHS

は計画策定の

過程で技術的

専門知識を県

に提供する。 

解

決

す

べ

き

課

題 

社会制

度レベ

ル 

・サービス方針

の不在 

・ブータン国内

の研修実施機

関の不在 

・社会意識啓

発活動の推進

の必要性 

・洪水時の

DDM、県及び

メディアとの適

切な情報伝達

の確立 

・防災法 2013

の実施細則の

早急な施行 

・省庁間タスク

フォース、省庁

内防災ユニット

の早急な設立

・防災及び減

災活動の重要

性についての

社会的認識の

低さ 

・研究開発の

ための良質な

データの不足 

・水文気象デ

ータ、DEM デ

ータ、地質工

学的データな

どリスクアセス

メントに必要な

データの入手

困難さ 

・洪水リスクア

セスメントを外

部委託できる

ブータン国内

企業の不在 

既成事実化し

た、ないし不法

な土地所有を

止めさせる事

が必要 

・DHS の洪水/

地すべり危険

地域と DGM の

GLOF 危険地

域間の調整の

困難さ 

・リスクアセスメ

ント情報にアク

セスするため

の公式ルート

の不在 

・複雑な手続き

を要さず情報

を円滑に共有

するための共

通プラットフォ

ームないしフォ

ーラムの不在 

・開発を行わな

い災害リスクエ

リアの区分に

かかる住民の

反応の非常な

低さ 
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項目         

機関 

経済省水文気

象局 (DHMS) 

内務文化省防

災局 (DDM) 

経済省地質鉱

山局 (DGM) 

公共事業定住

省土木局 

(DoES) 

国家土地委員

会 (NLCS) 

公共事業定住

省定住局 

(DHS) 

組織レ

ベル 

・信頼できる

EWS の開発 

・クロスセクタ

ー的責務にふ

さわしくない人

員配置 

・気象水文エン

ジニアとテクニ

シャンの割合

が不適正 

技術的・管理

的キャパシティ

の不足 

・人的資源と財

務能力の不足

・機器の不足 

・研究活動の

優先度の低さ 

FEMD が設立

初期段階であ

る事による専

門職員の採用

と研修が必要 

地方部局への

更なる権限委

譲が必要 

計画策定者を

支援するため

の系統的なチ

ェックリスト及び

ガイドライン開

発の必要性 

個人レ

ベル 

・気象、気候、

水資源分野に

おける一層の

専門的知識が

必要 

・技術能力が

限定的 

防災専属の専

門知識を有す

る県防災担当

者の不在 

防災に従事す

る国内専門家

の少なさに起

因する交流・意

見交換の不足

なし キャパシティビ

ルディングが

必要 

計画策定者が

研修を受け、

防災主流化の

課題に係わる

事が必要 

 

 

７－２．テーマ別調査結果 

  テーマ 社会・制度レベル 組織レベル 個人レベル 

1 
開
発
に
お
け
る
防
災
の
主
流
化 

解
決
す
べ
き
課
題 

・県/セクターへの彼らが計画、政

策及びプログラムに防災主流化

を取り込む必要性にかかる意識

醸成のための防災法2013にかか

る支援が行われていない。 

・防災法 2013 実施細則が未だド

ラフト段階である。  

・防災主流化活動の組織内での

優先度が高くない。 

・省庁間タスクフォースなど、防災

法 2013 に基づき防災の主流化を

推進すべき組織の未設立 

・現時点で、防災にかかる明確な

組織分掌が存在せず、重複が見

られる。 

・関連組織における具体的な政

策や予算の現時点での欠如 

・主流化にかかわる省庁間調

整及び組織的コミュニケーショ

ンの不足 

現時点における認識の欠如 

考
え
ら
れ
る
解
決
策 

・防災法 2013 の実施細則の迅速

な適合と施行及び一般への啓発

・防災法 2013 に基づく関連機構

の迅速な設立 

・防災法 2013 にかかる DDM によ

る関係機関が防災の視点を開発

計画、政策、プログラム、プロジェ

クトに組み込むための計らい 

・主流化推進に必要な組織制度

の検討と提案（活動 1-7） 

・リスクアセスメントセクターと開

発セクター間の連携強化に向

けた協議と公式伝達（活動

1-4） 

・関係機関における災害に対

する土地利用の意識醸成のた

めのワークショップ（活動 1-6） 

メディアやセミナー、ワークショ

ップ、ワーキンググループ等を

通じての主流化にかかる意識

啓発（活動 1-4, 1-6 及び 1-7）
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  テーマ 社会・制度レベル 組織レベル 個人レベル 

2 
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ 

解
決
す
べ
き
課
題 

・ハザードマップ作成に関わる技

術官庁の間に明確な調整のしく

みが存在しない。 

・この種の技術的活動を検討する

省庁間タスクフォースがまだ組織

されていない。 

・他官庁が必要とする時にハザー

ドマップを作成できる特定の官庁

を明確に定める強いニーズがあ

る。 

・リスクアセスメント情報にアクセス

するための公式ルートの不在 

・長期の手続きを要さずにリスク

及びハザード情報を円滑に共有

するための共通プラットフォーム

ないしフォーラムの不在 

DHMS: この分野における専門

家が不在で現時点での活動は

ないが、他機関へ必要情報を

提供している。 

DDM：GIS 技術ノウハウ及びス

キルの不足 

DGM: 2007～2008 年の

Punakha-Wangdi 及び

Chamkharchhu 川流域の GLOF

ハザード分布図は水文水理解

析に基づいていない 

DoES (FEMD): FEMD は全 20

県の洪水リスク分析の実施をマ

ンデートとしているが、FEMD が

設立初期段階である事による

専門職員の採用と研修が必要 

DHS：DHS はハザードマップ作

成をマンデートとしていない。し

かし、都市開発マスタープラン

策定に必要なマルチハザード

マップを、他政府機関が作成し

ないため、外部委託で作成し

た。 

この分野におけるより多くの専

門家を育成するため、マップ作

成手法にかかる一層の研修が

必要 

考
え
ら
れ
る
解
決
策 

・ブムタンでのように同じエリア内

でのハザードマップの重複と不整

合を回避するための関係機関の

デマケとマンデートを明確にする

ためのこの問題にかかる DDM に

よる関係機関との調整の促進 

・この問題を検討するための省庁

間タスクフォースの設立 

・Mangdechhu 及び

Chamkharchhu 流域における水

文・水理学的リスク分析に基づ

くマップの更新及び作成（活動

1-3）(これは今後の全てのリスク

分析に当てはまる) 

・研修及び実習の通じた DHMS

及び協力機関の洪水ハザード

マッピングにかかる能力向上

（活動 1-5） 

関係機関職員へのマップ作成

プロセスにかかる研修の実施

（活動 1-5） 

3 
地
域
防
災
・
緊
急
対
応
計
画 

解
決
す
べ
き
課
題

・県防災委員会(DDMC)の実施

体制がまだ確立されていない。 

・防災及び緊急対応計画策定ガ

イドラインがまだ最終化されてい

ない。 

計画を策定した県がまだ一つも

存在しない 

・防災専属の専門知識を有す

る県防災担当者の不在 

・県防災担当者の頻繁な転勤

（DDM は新しい担当者にまた

一から研修しなければならな

い。） 

考
え
ら
れ
る
解
決
策 

・防災及び緊急対応計画策定ガ

イドラインにかかる防災及び他関

係職員の研修 

・DDM による県への助力・調整に

より県が実施する計画を策定す

る。 

・DDM が Trongsa 県

（Mangdechhu 流域）及び Paro

県に対し計画策定への支援を

行う予定である。 

・本プロジェクトの洪水リスクア

セスメント（活動 1-3）及び DDM

と共同での CBDRM 活動（活動

3-1～3）を通じて収集される

Trongsa 県のハザード情報は

DDM にとって有用である。 

県による計画策定支援のため

の DDM による計画策定ガイド

ラインの作成（2014 年 7 月に最

終化） 
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  テーマ 社会・制度レベル 組織レベル 個人レベル 

4 
洪
水
予
警
報
シ
ス
テ
ム 

解
決
す
べ
き
課
題 

・ブータンでは EWS がまだ新しい

概念のため EWS に対する社会的

認知度及び政府内での政策優

先度があまり高くない 

・コミュニティ住民の EWS への信

頼があまり高くないように見受けら

れる 

・コミュニティ住民の認知の低さが

投石や盗難による機材の被害に

つながる可能性がある 

・この分野にかかる研修を実施す

る国内組織の不在 

・統合的な EWS は現時点では

Punakha-Wangdi流域に存在す

るのみである 

・新規 EWS 設置はプロジェクト

から予算が潤沢に来るが、設置

後の維持管理のための予算が

十分でない 

・この分野における専門的な職

員を養成するための EWS にか

かるより多くの研修が必要 

・気象・気候分野における一層

の専門的知識が必要 

・海外研修内容と日常実務の

乖離 

考
え
ら
れ
る
解
決

策 

メディア、セミナー、学生向けワー

クショップ（本プロジェクト活動）及

び CBDRM（活動 3-1～3）を通じ

た意識啓発活動 

第 11 次 5 カ年計画に沿った

Mangdechhu 及び

Chamkharchhu 流域への新規

EWS の設置（活動 1-2 及び 2-1

～4） 

・DHMS 職員への EWS 及びそ

の維持管理にかかる実務研修

の実施（活動 1-2 及び 2-5） 

・DHMS 職員への洪水気象予

報システム改善にかかる実務

的な研修の実施（活動 1-8） 

5 
緊
急
時
情
報
共
有 

解
決
す
べ
き
課
題 

・情報中枢センターとして機能す

る DDM の国家緊急対応センター

と県緊急対応センターがまだ設

立されていない。 

・明確な情報共有体制（SOP）が

導入されていない。 

SOP に基づく緊急時情報共有

システムを有するのは、DHMS

の Punakha-Wangdi 流域の統

合的な GLOF EWS が現時点で

は唯一のものであり、他流域に

はこのようなシステムは全く存

在しない 

防災専属の専門知識を有する

県防災担当者の不在 

考
え
ら
れ
る
解

決
策 

・国家及び県緊急対応センター

の早急な設立 

・関係機関との協議を通じた緊急

時の情報共有にかかる SOP の開

発（活動 1-9） 

Mangdechhu 及び

Chamkharchhu 流域における新

たな SOP の開発（活動 3-4） 

・DDM の継続的な研修実施に

よる県担当者の能力開発 

・災害常襲県への専任防災担

当者の雇用・設置 
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付属資料８．中間レビュー調査日程 

 

 
月日 曜日 業務行程 

1 月 26 日 月 
パロ到着（山口団員） 
プロジェクト専門家との打合せ 
DHMS へのインタビュー調査 

1 月 27 日 火 
JICA 事務所との打合せ 
DHMS へのインタビュー調査 

1 月 28 日 水 DHMS へのインタビュー調査 

1 月 29 日 木 
DDM へのインタビュー調査 
NLCS へのインタビュー調査 

1 月 30 日 金 
DoES へのインタビュー調査 
DHS へのインタビュー調査 
DGM へのインタビュー調査 

1 月 31 日 土 資料整理・報告書案作成 
2 月 1 日 日 移動（ティンプー→トンサ県） 

2 月 2 日 月 
トンサ県庁へのインタビュー調査 
MHPA へのインタビュー調査 
移動（トンサ県→ブムタン県） 

2 月 3 日 火 
ブムタン県庁へのインタビュー調査 
プロジェクトサイト訪問 

2 月 4 日 水 
プロジェクトサイト訪問 
移動（ブムタン県→ティンプー） 

2 月 5 日 木 
DHMS へのインタビュー調査 
UNDP へのインタビュー調査 
世界銀行へのインタビュー調査 

2 月 6 日 金 資料整理・報告書案作成 
2 月 7 日 土 資料整理・報告書案作成 

2 月 8 日 日 
パロ到着（馬場団長、北村団員） 
団内ミーティング 

2 月 9 日 月 
DHMS へのインタビュー調査 
GNHC への表敬訪問 

2 月 10 日 火 
DHMS へのインタビュー調査 
ワーキンググループ・メンバー（DHMS, DGM, DoES, NLCS, DHS）
へのインタビュー調査 

2 月 11 日 水 
UNDP へのインタビュー調査 
世界銀行へのインタビュー調査 
ブータン側とのミニッツ案及び中間レビュー報告書案協議 

2 月 12 日 木 ブータン側とのミニッツ案及び中間レビュー報告書案協議 

2 月 13 日 金 
合同調整委員会、ミニッツ署名 
JICA 事務所報告 

2 月 14 日 土 パロ発（馬場団長、北村団員、山口団員） 
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付属資料９．主要面談者リスト 

 

 

(1) 経済省水文気象局（DHMS） 

Mr. Karma Tsering 

Mr. Karma Dupchu 

水文気象局長 

水文部長 

Mr. Phuntsho Namgyal 

Mr. Tayba Buddha Tamang 

計画調査部長 

気象部長代理 

Mr. Tsering Tashi 

Mr. Bikash Pradhan 

Mr. Icizang Sonam 

雪氷部長代理 

水文部技師 

気象部職員 

 

(2) 内務文化省防災局（DDM） 

Mr. Chhador Wangdi 防災局長 

Mr. Jigme Chogyel  プログラムオフィサー 

園城 典雄 DDM 派遣シニボランティア 

 

(3) 経済省地質鉱山局（DGM） 

Mr. Tshering Penjore 氷河部技師 

 

(4) 公共事業省土木局（DoES） 

Ms. Thinley Choden 洪水土木管理部技師長代理 

Mr. Tashi Phuntsho 洪水土木管理部技師 

 

(5) 国家土地委員会（NLCS） 

Mr. Yeshi Dorji 都市土地部長 

Mr. Tshering Penjor 調査技師長 

 

(6) 公共事業省定住局（DHS） 

Ms. Tashi Wangmo 定住局測量 GIS 部長 

 

(7) トンサ県 

Mr. Tshewang Rinzin 

Mr. Jamyang Chojuy  

トンサ県知事 

県議会書記、防災担当 

  

(8) ブムタン県 

Mr. Tshering Dendup  ブムタン県建築技師 

Mr. Rinchen Wangdi  県森林担当、県防災委員会委員 
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(9) マンデチュー水力発電機構 (MHPA) 

Mr. Karma Chhophel  主任技師 

 

(10) 国民総幸福量委員会（GNHC） 

Mr. Rinchen Wangdi 開発協力部プログラムコーディネーター長 

 

(11) 国連開発計画（UNDP） 

Mr. Karma Lodey Rapten 事務所代表補佐、エネルギー環境防災担当 

  

(12) 世界銀行 

Ms. Poonam Pillai 南アジア地域、環境水気候変動課シニア環

境専門家 

Ms. Dechen Tshering 南アジア地域防災気候変動課、ブータン事

務所防災専門家 

 

(13) プロジェクト専門家 

加藤 泰彦 総括/流域防災計画 

和田 知之 洪水ハザードマップ・GIS 

 

(14) JICA ブータン事務所 

朝熊 由美子 所長 

高野 翔  所長代理 

宮田 智子 企画調査員 
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家

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
 

今
後
の
活
動
計
画

 
 

技
術
移
転

 
技
術
移
転
の
方
法

 
技

術
移

転
の

方
法

の
適

正

さ
 

・
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
よ

る
ブ

ー
タ

ン
国

内
で
の
研
修

 
・

 
年

次
セ

ミ
ナ

ー
と

サ
イ

エ
ン

ス
ワ

ー

ク
シ
ョ
ッ
プ
（

20
15

年
予
定
）

 
・
 

JI
C

A
集
団
研
修

コ
ー
ス
の
利
用

 
・
 

D
H

M
S
で

の
O

JT
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

 
ブ
ー
タ
ン
側

C
/P

 
JI

C
A
専
門
家

 
 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

管
理

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
管

理
の

方
法

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

管
理

シ
ス

テ
ム
の
適
正
さ

 
・
 

JC
C
に
よ
る
モ

ニ
タ
リ
ン
グ

 
・

 
イ

ン
セ

プ
シ

ョ
ン

及
び

事
業

進
捗

報

告
 

・
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

内
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

 
ブ
ー
タ
ン
側

C
/P

 
JI

C
A
専
門
家

 
 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
 

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
 

ブ
ー

タ
ン

側
及

び
日

本

側
に

よ
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク

ト
の
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ

 

ブ
ー
タ
ン
側

C
/P（

D
H

M
S

, 
D

D
M

, 
D

G
M

, 
D

oE
S

, 
N

LC
S

, D
H

S）
及

び
JI

C
A

側
に

よ
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の
参
加
の
度
合
い

 

・
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
へ
の
参
加

 
・

 
物

的
及

び
資

金
面

で
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク

ト
へ
の
投
入

 
・
 
人
的
資
源
の
投
入

 
 

ブ
ー
タ
ン
側
資
料

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

 
ブ
ー
タ
ン
側

C
/P

 
JI

C
A
専
門
家

 
 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
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  ２
．

妥
当

性
 

評
価
設
問

判
断
基
準
方
法

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集
方
法

 
大
項
目

小
項
目

 
ブ

ー
タ

ン
の

政
策

と
の

整

合
性

 

開
発

政
策

と
の

整
合
性

 
関

連
政

策
及

び
制

度
の

変
更

の

有
無

 
・
 
開
発
計
画

 
・
 
防
災
に
関
す
る
法
と
規
則

 
 

第
11

次
5
か
年

計
画
（

20
13

-2
01

8）
国
家
防
災
法
（

20
13

年
）

 
そ
の
他
の
関
連
政
策
文
書

 
 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
 

防
災

関
連

政
策

と
の
整
合
性

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク

ト
の

タ
ー

ゲ

ッ
ト

と
し

て

の
適
正
さ

 

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー
プ

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
参

加
機

関
 

(D
H

M
S

, 
D

D
M

, 
D

G
M

, 
D

oE
S

, 
N

LC
S

, 
D

H
S

)に
よ
る

サ
ー
ビ
ス
の
提
供

 
 

・
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
参
加
機
関
の
制
度
上
の
役
割

・
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
参
加
機
関
の
現
状

  
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
よ

る
ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
サ
ー
ベ
イ

 
ブ
ー
タ
ン
側
資
料

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

 
ブ
ー
タ
ン
側

C
/P

 
JI

C
A
専
門
家

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 

タ
ー

ゲ
ッ

ト
地

域
 

 

マ
ン

デ
チ

ュ
ー

川
お

よ
び

チ
ャ

ム
カ

ー
ル

チ
ュ

ー
川

流
域

の
ニ

ー
ズ

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
対

象
地

域
と
し
て
の

適
正
さ

 

・
 
対
象
流
域
の
気
象
水
文
観
測
の
状
況
と
課
題

・
 
ト

ン
サ

県
庁

お
よ

び
ブ

ム
タ

ン
県

庁
の

洪
水

関
連
の
防
災
に
お
け
る
役
割

 
・
 
タ
ー
ゲ
ッ
ト
流
域
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
状
況

・
 
ダ

ム
建

設
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

現
状

（
建

設
工

事
実

施
中

マ
ン

デ
チ

ュ
ー

川
流

域
、

建
設

計

画
中
チ
ャ
ム
カ
ー
ル
川
流
域
）

 

ブ
ー
タ
ン
側
資
料

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

 
ブ
ー
タ
ン
側

C
/P

 
ト

ン
サ

県
庁

お
よ

び
ブ

ム
タ

ン
県

庁

担
当
者

 
JI

C
A
専
門
家

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
サ
イ
ト
訪
問

 

日
本

の
協

力

政
策

と
の

整

合
性

 

日
本

の
対

ブ
ー

タ
ン
援
助
政
策

 
日

本
の

対
ブ

ー
タ

ン
協

力
政

策

の
な

か
で

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

重
要
性

 

・
 
日
本
の
対
ブ
ー
タ
ン
援
助
政
策

 
外
務
省

O
D

A
国

別
デ
ー
タ
ブ
ッ
ク

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
 

防
災

分
野

で
の

援
助
方
針

 
防

災
分

野
で

の
援

助
政

策
と

プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
及

び
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
の
ア

プ
ロ
ー
チ
の
関
係

・
 
防
災
分
野
で
の
協
力
の
実
施
指
針

 
JI

C
A 

課
題
別
指
針
 
防
災
（

20
09

）
 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
 

技
術

的
な

優

位
性

 
ブ

ー
タ

ン
及

び

日
本

の
氷

河
湖

決
壊

洪
水

及
び

洪
水

予
警

報
に

お
け

る
技

術
的

な
優
位
性

 

氷
河

湖
決

壊
洪

水
及

び
洪

水
予

警
報

に
関

連
し

た
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の
経
験

 

・
 
ブ
ー
タ
ン
で
の
関
連
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

 
・
 
氷

河
湖

決
壊

洪
水

及
び

洪
水

予
警

報
に

関
連

し
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

 
・
 
洪

水
予

警
報

及
び

水
文

気
象

観
測

面
で

の
日

本
の
技
術
的
な
蓄
積

 

N
A

PA
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
文
書

 
ブ

ー
タ

ン
ヒ

マ
ラ

ヤ
に

お
け

る

G
LO

F
研

究
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
報

告
書

S
AT

R
E

P
S 

ブ
ー
タ
ン
側
及
び
日
本
側
関
係
資
料

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー
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  ３
．

有
効

性
 

評
価
設
問

 
判
断
基
準
方
法

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集
方
法

 
大
項
目

小
項
目

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
の

見
通

し

「
D

H
M

S
及
び
関

係
ス

テ
ー

ク
ホ

ル

ダ
ー
の

G
LO

F
及

び
洪

水
に

対
す

る

緊
急

対
応

能
力

が

向
上
す
る
。
」

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
指

標
達

成
の
見
通
し

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
期

間
中

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

目
標
の
指
標
の
達
成
度

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
指

標

の
設
定
は
適
正
か

 
 

・
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

指
標

の
達

成
の

見
通
し

 
・
 
成
果
の
達
成
状
況
と
達
成
見
通
し

 
・
 
計
画
さ
れ
た
成
果
以
外
の
貢
献
要
因

 
  

ブ
ー
タ
ン
側
資
料

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

 
ブ
ー
タ
ン
側

C
/P

 
JI

C
A
専
門
家

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
  

成
果

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
へ
の
貢
献

 
成

果
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

達
成
へ
の
因
果
関
係

 
成

果
以

外
の

指
標

達
成

へ
の
貢
献
要
因
の
有
無

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

達

成
へ

の
貢

献
ま

た

は
阻
害
要
因

 

ブ
ー

タ
ン

政
府

の
防

災
関

連
政

策
・
制
度
・
組
織
の
変
化
の
影
響

政
策

・
制

度
・

組
織

に

お
け

る
変

化
の

プ
ロ

ジ

ェ
ク
ト
へ
の
影
響

 

・
 
防
災
法
（

20
13

）
の
施
行
状
況

 
・

 
土

地
利

用
法

（
20

07
）

と
土

地
管

理
の

施
行
状
況

 
・
 

D
H

M
S
の
組
織

整
備
（

N
W

FF
W

C
及
び

地
域
水
文
気
象
事
務
所
）

 
・
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
に

影
響

を
与

え
る

そ
の
他
の
政
策
・
制
度
・
組
織
の
変
化

 

ブ
ー
タ
ン
側
資
料

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

 
ブ
ー
タ
ン
側

C
/P

 
JI

C
A
専
門
家

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 

関
係
機
関
と
の
調
整

 
調

整
努

力
に

よ
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

へ

の
影
響

 

・
 
マ

ン
デ

チ
ュ

ー
水

力
発

電
機

構
と

の
協

力
 

D
H

M
S
及

び
M

H
PA

職
員
、

JI
C

A
専
門
家

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 

・
 

D
M

M
に
よ
る
調

整
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

機
関

職

員
、

JI
C

A
専
門

家
 

関
係
機
関
の
能
力
向
上

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
参

加
者

の
能
力
向
上

 
・
 
研
修
の
成
果
に
つ
い
て
の
意
見

 

機
材
の
活
用

 
今

後
の

設
置

及
び

利
用

の
計
画

 
・
 
導
入
機
材
に
つ
い
て
の
意
見

 
D

M
H

S
職
員

 
JI

C
A
専
門
家

 
そ
の
他
の
要
因
の
影
響

 
そ

の
他

の
貢

献
・

阻
害

要
因
の
検
討

 
・
 
他
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
影
響
（

N
A

PA
II、

世
銀
等
に
よ
る
技
術
協
力
の
可
能

性
）

 
・
 
そ
の
他
の
重
要
な
影
響
要
因
の
可

能
性

 

ブ
ー
タ
ン
の

U
N

D
P
及
び
世

界
銀
行
関
係
者
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  ４
．

効
率

性
 

評
価
設
問

判
断
基
準
方
法

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集
方
法

 
大
項
目

小
項
目

 
成

果
の

達
成

と
投

入
の

適

正
さ
（
投
入
の

量
、
質
、
タ
イ

ミ
ン
グ
）

 

ブ
ー

タ
ン

側
に

よ
る

投
入

と
成

果
へ
の
貢
献

 
   

投
入

と
達

成
さ

れ
た

成
果

と
投

入

の
比
較

 
実

施
さ

れ
た

投
入

と
投

入
計

画
の

比
較

 
実

施
さ

れ
た

投
入

と
成

果
の

因
果

関
係

 
（
成
果

1）
 

「
関
連
機
関
の

G
LO

F
及
び
洪
水

リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
、
都
市
開
発

計
画
、
防
災
、
洪
水
・
気
象
予
報
、

及
び

関
連

機
関

と
の

緊
急

情
報

共

有
に
関
す
る
能
力
が
向
上
す
る
。
」

（
成
果

2）
 

「
マ

ン
デ

川
及

び
チ

ャ
ム

カ
ー

ル

川
の

各
パ

イ
ロ

ッ
ト

流
域

に
お

い

て
、

G
LO

F
及
び
洪
水
を
対
象
と
し

た
早

期
警

報
シ

ス
テ

ム
（

EW
S
）

が
開
発
・
運
用
さ
れ
る
。
」

 
（
成
果

3）
 

「
パ

イ
ロ

ッ
ト

流
域

に
お

け
る

G
LO

F
及
び
洪
水
災
害
に
対
し
て
、

中
央

及
び

地
方

レ
ベ

ル
で

の
緊

急

対
応
能
力
が
強
化
さ
れ
る
。
」

 

・
 
達
成
さ
れ
た
成
果

 
・
 
投
入
の
計
画
と
実
績

 
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

C
/P
 

 
D

H
M

S
  

(水
文

部
、
気
象
部
、
雪

氷
部
、
計
画
調
整
部

), 
D

D
M

, D
G

M
, D

oE
S

, N
LC

S
, D

H
S

 
 

JI
C

A
専
門
家

 
総

括
／

流
域

防
災

計
画

、
副

総
括

／
洪

水
予

警
報

、
気

象
水
文
、
洪
水
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
／

G
IS
、
情
報
通
信
／

早
期
警
報
シ
ス
テ
ム
計
画
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
防
災

 
 
研
修
 
 
ブ
ー
タ
ン
国
内
で
の
研
修
実
施

 
 
 
 
集
団
研
修
コ
ー
ス
へ
の
派
遣

 
  

機
材
及
び
施
設

 
D

H
M

S
国
家
気

象
洪
水
予
報
セ
ン
タ
ー
で
の
統
合
シ
ス

テ
ム
構
築
（

G
TS

/M
SS

）
 

パ
イ
ロ
ッ
ト

2
河
川
流
域
で
の
早
期
予
警
報
シ
ス
テ
ム

（
E

W
S
）
構
築

 
20

14
年

3～
6
月
待
ち
受
け
工
事
実
施

 
20

15
年

3
月
機

材
テ
ィ
ン
プ
ー
到
着
予
定

 
20

15
年

7
月
頃

ま
で
に
設
置
の
見
通
し

 
  

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
経
費

 
C

/P
機
関
に
よ

る
活
動
経
費

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
現
地
業
務
費

  
 

D
H

M
S
に
よ

る
執
務
ス
ペ
ー
ス
と
設
備
提
供

 

ブ
ー
タ
ン
側
資
料

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

ブ
ー
タ
ン
側

C
/P

 
JI

C
A
専
門
家

 
 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
サ
イ
ト
訪
問

 

日
本

側
に

よ
る

投
入

と
成

果
へ

の
貢
献

 
   

プ
ロ

ジ
ェ

ク

ト
の

効
率

性

に
影

響
を

与

え
る

貢
献

要

因
と

阻
害

要

因
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
プ

ロ
セ

ス
が

成
果

の
達

成
に

与
え

る
要

因
 

実
施

プ
ロ

セ
ス

が
ど

の
よ

う
に

プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
に

影
響

を
与

え

た
か

 
 

・
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
管
理
と
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

 
・
 
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
・
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
の
活
動

 
・
 
防
災
主
流
化
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
の
活
動

 
・
 
機
材
導
入
プ
ロ
セ
ス

 
・
 

D
D

M
派
遣
シ
ニ

ア
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
と
の
連

携
 

ブ
ー
タ
ン
側
資
料

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

ブ
ー
タ
ン
側

C
/P

 
JI

C
A
専
門
家

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 

そ
の

他
の

効
率

性
に

影
響

を
与

え
る
要
因

  

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
成

果
に

影
響

を

与
え

る
よ

う
な

そ
の

他
の

要
因

の

可
能
性
の
検

討
 

・
 
そ
の
他
の
影
響
要
因
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  ５
．

イ
ン

パ
ク

ト
 

評
価
設
問

 
判
断
基
準
方
法

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集
方
法

 
大
項
目

 
小
項
目

 
上

位
目

標
達

成
の

見
通

し
 

「
ブ

ー
タ

ン
国

に
お

け

る
気

候
変

動
対

応
策

と

し
て
、

G
LO

F
や
洪
水
等

の
自

然
災

害
に

対
応

す

る
強

靭
な

社
会

が
確

立

す
る
。
」

 
 

上
位

目
標

の
指

標

達
成
の
見
通
し

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

3～
5

年
後

の
上

位
目

標
の

指
標

の
達

成
度

 
上

位
目

標
の

指
標

の
設

定
は

適

正
か

 
 

・
 
上
位
目
標
の
指
標
達
成
の
見
通
し

 
・
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
見
通
し

 
・
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

の
D

H
M

S
及

び

D
D

M
に
よ
る

E
W

S
維
持
管
理
の
た
め
の

予
算
確
保
の
見
通
し

 
・
 
ブ

ー
タ

ン
の

防
災

分
野

で
の

長
期

的
な

政

策
 

・
 
計

画
さ

れ
た

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

以
外

の

貢
献
要
因

 

ブ
ー
タ
ン
側
資
料

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

 
ブ
ー
タ
ン
側

C
/P

 
JI

C
A
専
門
家

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目

標
の

上
位

目
標

達

成
へ
の
貢
献

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
上

位
目

標
達
成
へ
の
因
果
関
係

 
現
時
点
で
の
外
部
条
件
の
検
討

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

以
外

の
指

標
達
成
へ
の
貢
献
要
因
の
有
無

そ
の

他
の

イ
ン

パ
ク

ト

の
可
能
性

 
気

象
予

報
能

力
の

向
上

 
D

H
M

S
に
よ
る
気
象
分
析
・
予

報
能
力
の
向
上
見
通
し

 
・
 

D
H

M
S

の
気
象
予
報
に
つ
い
て
の
関
係
者

の
意
見

 
D

H
M

S
職
員

 
JI

C
A
専
門
家

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 

ブ
ー

タ
ン

の
水

力

発
電

施
設

に
対

す

る
G

LO
F

及
び
洪

水
に

よ
る

被
害

の

可
能
性
の
減
少

 

ブ
ー

タ
ン

の
水

力
発

電
施

設
と

早
期
警
報
シ
ス
テ
ム
の
関
係

 
・
 
将

来
の

水
力

発
電

施
設

と
早

期
警

報
シ

ス

テ
ム
の
状
況
に
つ
い
て
の
関
係
者
の
意
見

・
 
ブ

ー
タ

ン
経

済
に

お
け

る
水

力
発

電
産

業

の
重
要
性

 

D
H

M
S
及

び
M

H
PA

職
員

JI
C

A
専
門
家

 
ブ
ー
タ
ン
側
資
料

 

防
災

関
連

の
制

度

や
仕

組
み

へ
の

イ

ン
パ
ク
ト

 

防
災

関
連

の
制

度
や

仕
組

み
に

対
し
て
の
影
響

 
・
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

に
よ

っ
て

生
じ

る

影
響

 
D

D
M

及
び

D
H

M
S
職
員

 
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

及
び

防

災
主

流
化

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー
プ

 
そ

の
他

の
イ

ン
パ

ク
ト

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

に
よ

っ

て
生

じ
る

そ
の

他
の

重
要

な
イ

ン
パ
ク
ト

 

・
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

よ
っ

て
発

生
す

る
可

能

性
の
あ
る
イ
ン
パ
ク
ト
に
つ
い
て
の
情
報

ブ
ー
タ
ン
側
資
料

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

 
ブ
ー
タ
ン
側

C
/P

 
JI

C
A
専
門
家
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  ６
．

持
続

性
 評

価
設
問

 
判
断
基
準
方
法

 
必
要
な
デ
ー
タ

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集
方
法

 
大
項
目

小
項
目

 
政

策
お

よ
び

制

度
的
な
側
面

 
防
災
分
野

 
政

策
・
法

・
規
則

・
規

則
制

度
の

策
定
及

び
実

施
面

で
の

将
来
的

な
変

化
 

 

・
 

防
災

法
の

適
用

お
よ

び
実

施
の

た
め

の
細

則
の

決

定
 

・
 
気
象
・
水
文
関
連
の
政
策

 
・
 
防
災
に
関
す
る
地
方
政
府
の
役
割

 
・
 
そ
の
他

 

ブ
ー
タ
ン
側
資
料

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

 
ブ
ー
タ
ン
側

C
/P

 
JI

C
A
専
門
家

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
気
象
・
水
文
分
野

 

地
方
政
府
へ
の
分
権
化

 

そ
の
他
の
関
連
分
野

 
組

織
及

び
財

政

的
な
側
面

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

関
連

す
る
組
織
の
機
能

 
関

連
組
織

の
機
能

の
変

化
 

・
 

防
災

主
流

化
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

及
び

ハ
ザ

ー

ド
マ
ッ
プ
・
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
の
動
向

 
・
 
関

連
組

織
の

将
来

的
な

組
織

的
変

化
（

N
W

FF
W

C
を
含
む

D
H

M
S

, 
D

D
M

, 
D

G
M

, 
D

oE
S

, 
N

LC
S

, 
D

H
S

, 
ト
ン
サ
県

, 
ブ
ム
タ
ン
県
）

 
・
 
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
作
成
、
防
災
主
流
化
、
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
防
災
の
た
め
の
関
連
組
織
の
機
能
の
変
化

 

ブ
ー
タ
ン
側
資
料

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

 
ブ
ー
タ
ン
側

C
/P

 
ト
ン
サ
県
、
ブ
ム
タ
ン
県

 
JI

C
A
専
門
家

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
サ
イ
ト
訪
問

 

G
LO

F
及

び
洪

水
に

関

す
る

予
警

報
の

シ
ス

テ

ム
を

維
持

す
た

め
の

財

政
資
源

 

人
件

費
及

び
機
材

の
た

め
の

費
用

（
運
用

費
、

修
繕

費
、

ス
ペ
ア

バ
ー

ツ
及

び
消

耗
品
費

）
の

確
保

 

・
 

N
W

FF
W

C
で

の
統

合
シ

ス
テ

ム
及

び
パ

イ
ロ

ッ

ト
2
河
川
流
域

で
の

E
W

S
の
維
持
管
理
費
用
の
確

保
の
見
通
し

 

ブ
ー
タ
ン
側
資
料

 
D

H
M

S
 C

/P
 

JI
C

A
専
門
家

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 

技
術
的
な
側
面

 
G

LO
F

及
び

洪
水

に
関

す
る

予
警

報
の

た
め

の

技
術

 

技
術

水
準

の
維
持

と
更

な
る
改
善

 
・
 
流
出
洪
水
氾
濫
解
析
技
術
（
実
施
中
）

 
・
 
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
作
成
の
た
め
の
技
術
（
実
施
中
）

・
 

統
合

シ
ス

テ
ム

運
用

・
維

持
管

理
の

た
め

の
技

術

（
今
後
の
活
動
）

 
・

 
全

球
気

象
予

報
デ

ー
タ

を
活

用
し

た
洪

水
気

象
予

報
シ
ス
テ
ム
の
改
善
（
今
後
の
活
動
）

 
・
 

E
W

S
の
運
用
・
維
持
管
理
の
た
め
の
技
術
（
今
後

の
活
動
）

 

ブ
ー
タ
ン
側
資
料

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書

 
ブ
ー
タ
ン
側

C
/P

 
JI

C
A
専
門
家

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
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